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国際通商法における国内補助金規律の展開
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一
　
は
じ
め
に

　
世
界
で
は
程
度
の
差
こ
そ
あ
れ
、
経
済
活
動
を
私
人
の
手
に
委
ね
る
市
場
経
済
の
発
想
が
浸
透
し
て
き
た
。
こ
れ
に
伴
い
、
戦
後
の
国

際
通
商
法
の
領
域
で
は
、
物
品
貿
易
を
通
じ
た
国
際
競
争
を
歪
め
る
の
な
ら
、
国
内
政
策
の
た
め
の
補
助
金
で
あ
っ
て
も
規
律
す
べ
き
で

あ
る
、
と
い
う
声
が
高
ま
っ
て
き
た
。
そ
こ
で
、
一
九
四
七
年
の
「
関
税
及
び
貿
易
に
関
す
る
一
般
協
定
」（
以
下
、
Ｇ
Ａ
Ｔ
Ｔ
）
は
、
貿

易
を
歪
め
や
す
い
条
件
の
つ
い
た
補
助
金
を
禁
止
す
る
だ
け
で
な
く
、
結
果
的
に
同
様
の
効
果
を
も
た
ら
す
そ
の
他
の
補
助
金
を
も
規
律

す
る
よ
う
に
な
っ
て
い
っ
た
。
す
な
わ
ち
、
Ｇ
Ａ
Ｔ
Ｔ
は
、
輸
出
補
助
金
や
国
産
品
の
優
先
使
用
の
条
件
が
つ
い
た
補
助（
1
）金と
は
区
別
さ

れ
る
類
型
、
国
内
補
助
金
（dom

estic subsid

（
2
）

ies

）
に
も
具
体
的
な
規
律
を
及
ぼ
す
に
至
っ
た
。

　
振
り
返
る
に
、
Ｇ
Ａ
Ｔ
Ｔ
は
当
初
、
他
の
非
違
反
の
措
置
と
同
じ
く
、
国
内
補
助
金
を
、
関
税
約
束
に
も
と
づ
く
締
約（
3
）国間

の
利
益
均

衡
を
破
る
場
合
に
の
み
規
律
し
た
。
ま
た
、
補
助
金
を
受
け
た
外
国
生
産
者
か
ら
の
輸
入
に
対
す
る
一
方
的
な
特
殊
関
税
（
相
殺
関（
4
）税）

の
要
件
を
具
体
化
で
き
ず
に
い
た
。
対
し
て
、
一
九
七
三
年
か
ら
一
九
七
九
年
に
か
け
て
の
東
京
ラ
ウ
ン
ド
交
渉
は
、
国
際
競
争
を
歪
め

る
国
内
補
助
金
を
広
く
対
象
と
し
、
他
方
で
相
殺
関
税
の
要
件
を
明
確
に
す
る
規
律
を
生
ん（
5
）だ。

　
一
九
九
五
年
の
世
界
貿
易
機
関
（
以
下
、
Ｗ
Ｔ
Ｏ
）
設
立
を
受
け
て
発
効
し
た
現
行
の
「
補
助
金
及
び
相
殺
措
置
に
関
す
る
協
定
」（
以

下
、
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
）
も
、
国
内
補
助
金
と
相
殺
関
税
の
利
用
両
方
に
対
す
る
規
律
を
一
層
具
体
化
し
、
右
の
流
れ
を
引
き
継
ぐ
。

　
こ
う
し
た
国
内
補
助
金
規
律
の
展
開
は
第
一
に
、
市
場
経
済
の
考
え
方
と
整
合
的
で
あ
る
。
そ
れ
は
、
あ
る
国
の
生
産
者
が
、
別
の
国

の
補
助
金
の
悪
影
響
か
ら
救
済
さ
れ
る
場
面
が
広
が
れ
ば
、
市
場
に
お
け
る
競
争
条
件
の
確
保
が
進
む
た
め
で
あ
る
。
第
二
に
、
国
内
補

助
金
規
律
の
展
開
は
、
相
殺
関
税
の
濫
用
防
止
と
い
う
要
請
に
適
う
。
補
助
金
へ
の
対
処
手
段
と
は
い
え
、
そ
の
濫
用
は
、
不
必
要
な
貿

易
制
限
を
招
く
。
相
殺
関
税
の
要
件
明
確
化
を
伴
う
規
律
の
展
開
は
、
そ
の
利
用
の
適
正
化
を
促
す
。
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他
方
で
、
国
内
補
助
金
規
律
に
は
別
の
方
向
性
も
求
め
ら
れ
る
。
研
究
開
発
の
低
迷
や
気
候
変
動
、
格
差
拡
大
な
ど
の
市
場
の
失
敗
に

対
処
す
る
た
め
に
、
国
家
が
国
内
補
助
金
を
交
付
す
る
こ
と
も
あ
る
。
こ
の
点
、
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
第
八
．
二
条
は
、
一
定
の
研
究
開
発
補
助

金
、
地
域
開
発
補
助
金
、
環
境
補
助
金
の
正
当
化
を
認
め
て
い
た
。
ま
た
、
第
八
．
一
条
注
は
、
こ
れ
ら
以
外
の
国
内
補
助
金
を
Ｓ
Ｃ
Ｍ

協
定
が
規
律
す
る
と
し
て
も
、「
種
々
の
目
的
の
た
め
の
」
補
助
金
交
付
を
「
制
限
す
る
も
の
で
は
な
い
」、
と
し
て
い
た
。
し
か
し
、
第

八
条
は
、
五
年
の
暫
定
適
用
を
経
て
一
九
九
九
年
末
に
失
効
し
て
し
ま
っ
た
。
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
は
今
、
一
定
類
型
の
正
当
化
余
地
は
お
ろ
か
、

国
内
補
助
金
の
利
用
可
能
性
す
ら
示
さ
な
い
。
学
界
で
も
指
摘
さ
れ
る
が
、
今
後
の
国
内
補
助
金
規
律
に
は
、
こ
の
点
を
顧
み
た
「
政
策

裁
量
（policy sp

（
6
）

ace

）」
の
充
実
が
欠
か
せ
な（
7
）い。

　
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
昨
今
の
日
米
欧
三
極
の
貿
易
大
臣
に
よ
る
共
同
声
明
は
、
国
内
補
助
金
の
交
付
に
対
す
る
規
律
を
一
層
拡
大
し
、

他
方
で
相
殺
関
税
の
機
動
性
を
高
め
る
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
の
改
革
案
を
含（
8
）む。

国
内
補
助
金
に
頼
る
国
家
の
「
政
策
裁
量
」
は
、
ま
す
ま
す
縮

小
し
か
ね
な
い
。

　
な
ぜ
、
国
内
補
助
金
規
律
の
展
開
は
、「
政
策
裁
量
」
確
保
の
要
請
に
背
い
て
い
く
の
か
。
本
稿
は
、
こ
う
し
た
疑
問
を
抱
き
、
国
内

補
助
金
規
律
の
展
開
の
課
題
を
探
っ
て
そ
れ
を
軌
道
修
正
す
る
必
要
が
あ
る
、
と
い
う
問
題
意
識
を
も
つ
も
の
で
あ
る
。

　
こ
こ
で
注
目
す
べ
き
は
、
大
枠
の
国
際
通
商
法
の
展
開
に
関
す
る
研
究
動
向
で
あ
る
。
グ
ロ
ー
バ
ル
化
や
Ｗ
Ｔ
Ｏ
に
反
対
す
る
勢
力
は
、

今
や
、
輸
入
競
争
に
晒
さ
れ
る
国
内
産
業
だ
け
で
な
く
、
格
差
是
正
や
環
境
問
題
の
解
決
を
望
む
一
般
市
民
に
も
広
が
る
。
従
来
の
、

も
っ
ぱ
ら
「
生
産
者
の
利
益
（producer interests

）」
に
左
右
さ
れ
る
国
際
通
商
法
形
成
、
す
な
わ
ち
、
保
護
主
義
圧
力
を
抑
え
る
べ
く

輸
出
産
業
に
外
国
市
場
開
放
の
恩
恵
を
与
え
、
国
内
の
賛
同
を
得
や
す
く
す
る
方（
9
）式で

は
、
貿
易
自
由
化
反
対
勢
力
へ
の
多
面
的
な
配
慮

は
及
ば
な
い
。
ま
た
、
当
該
方
式
で
は
、
諸
国
は
一
度
自
由
化
に
成
功
し
て
も
、
景
気
の
変
動
に
伴
う
輸
入
競
争
産
業
の
再
反
発
に
対
処

す
べ
く
、
国
家
主
権
を
制
限
す
る
ル
ー
ル
の
刷
新
を
続
け
ざ
る
を
え
な
い
。
先
行
研
究
は
、
こ
れ
ら
の
問
題
を
認
識
し
、
そ
の
上
で
、
多

様
な
利
害
に
配
慮
し
た
新
た
な
国
際
通
商
法
形
成
の
あ
り
方
を
提
唱
し
て
き
）
10
（

た
。
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翻
っ
て
、
後
述
の
通
り
、
国
内
補
助
金
規
律
の
展
開
を
め
ぐ
る
議
論
で
は
、
東
京
ラ
ウ
ン
ド
交
渉
と
い
う
起
源
が
軽
視
さ
れ
て
き
た
。

同
交
渉
の
成
果
そ
の
も
の
も
、
単
に
妥
協
と
し
て
片
づ
け
ら
れ
て
き
た
。
よ
っ
て
、
国
内
補
助
金
規
律
の
展
開
の
起
源
に
働
き
か
け
た
作

用
は
、
解
明
さ
れ
て
い
な
）
11
（
い
。
し
か
し
、
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
下
で
の
「
政
策
裁
量
」
確
保
が
不
十
分
な
の
に
、
そ
れ
を
一
層
狭
め
よ
う
と
す
る

動
き
を
み
る
と
、
国
内
補
助
金
規
律
の
展
開
も
、
従
来
の
国
際
通
商
法
形
成
と
同
じ
作
用
を
免
れ
な
か
っ
た
の
で
は
な
い
か
、
と
思
わ
れ

る
。
ま
た
、
そ
の
作
用
を
明
ら
か
に
す
れ
ば
、
国
際
通
商
法
形
成
を
め
ぐ
る
先
行
研
究
か
ら
示
唆
を
得
て
、
国
内
補
助
金
規
律
の
展
開
の

あ
る
べ
き
形
を
展
望
で
き
る
、
と
考
え
ら
れ
る
。

　
そ
こ
で
本
稿
は
、
国
内
補
助
金
規
律
の
展
開
の
起
源
を
東
京
ラ
ウ
ン
ド
交
渉
に
求
め
、
当
該
交
渉
の
妥
結
に
、
国
際
通
商
法
形
成
に
作

用
し
て
き
た
力
学
が
働
い
て
い
た
こ
と
を
明
ら
か
に
す
る
。
そ
の
上
で
、
国
際
通
商
法
形
成
を
め
ぐ
る
研
究
動
向
を
ふ
ま
え
て
、
国
内
補

助
金
規
律
の
展
開
に
潜
む
課
題
、
そ
の
克
服
の
た
め
の
あ
る
べ
き
法
形
成
を
展
望
す
る
。

　
早
速
次
章
で
、
国
内
補
助
金
と
相
殺
関
税
を
め
ぐ
る
東
京
ラ
ウ
ン
ド
交
渉
を
振
り
返
り
た
い
。

二
　
東
京
ラ
ウ
ン
ド
交
渉
に
お
け
る
国
内
補
助
金
と
相
殺
関
税

㈠
　
前
　
史

　
制
定
当
初
の
Ｇ
Ａ
Ｔ
Ｔ
第
一
六
条
は
、
国
内
補
助
金
を
交
付
し
た
国
に
、「
著
し
い
）
12
（
害
」
を
受
け
た
締
約
国
又
は
締
約
国
団
と
協
議
す

る
よ
う
求
め
て
い
た
。
ま
た
、
Ｇ
Ａ
Ｔ
Ｔ
第
六
条
は
、
補
助
金
を
受
け
た
外
国
生
産
者
か
ら
の
輸
入
に
対
し
て
、
輸
入
国
が
、
補
助
金
の

額
を
限
度
と
す
る
相
殺
関
税
を
一
方
的
に
課
す
こ
と
を
認
め
て
い
た
。

　
し
か
し
、
こ
れ
ら
規
定
に
は
課
題
が
あ
っ
た
。
第
一
に
、
共
通
の
課
題
と
し
て
、
補
助
金
の
定
義
の
欠
如
が
挙
げ
ら
れ
る
。
Ｇ
Ａ
Ｔ
Ｔ
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第
一
六
条
は
、「
何
ら
か
の
形
式
に
よ
る
所
得
又
は
価
格
の
支
持
」
に
言
及
し
て
い
た
も
の
の
、
そ
れ
は
あ
く
ま
で
、
補
助
金
と
な
り
う

る
措
置
の
例
示
に
す
ぎ
な
か
っ
た
。
ま
た
、
Ｇ
Ａ
Ｔ
Ｔ
第
六
条
と
第
一
六
条
の
関
係
性
が
不
明
確
だ
っ
た
た
め
、
こ
の
例
示
が
Ｇ
Ａ
Ｔ
Ｔ

第
六
条
に
影
響
す
る
か
定
か
で
な
か
っ
）
13
（
た
。

　
第
二
に
、
一
見
、
著
し
い
害
を
も
た
ら
す
国
内
補
助
金
を
規
律
す
る
Ｇ
Ａ
Ｔ
Ｔ
第
一
六
条
だ
が
、
肝
心
の
協
議
以
降
の
手
続
を
明
記
し

て
い
な
か
っ
た
。
も
ち
ろ
ん
、
Ｇ
Ａ
Ｔ
Ｔ
は
、
非
違
反
の
措
置
で
そ
の
関
税
譲
許
の
利
益
を
「
無
効
化
さ
れ
、
若
し
く
は
侵
害
」
さ
れ
る

締
約
国
に
申
立
機
会
を
設
け
て
い
た
た
め
（
第
二
三
条
）、
締
約
国
は
、
こ
の
非
違
反
申
立
の
手
続
で
外
国
の
国
内
補
助
金
に
よ
る
悪
影

響
か
ら
救
済
さ
れ
え
た
。
し
か
し
、
そ
の
手
続
で
は
、
国
内
補
助
金
と
悪
影
響
の
他
、
関
税
譲
許
時
に
事
後
の
国
内
補
助
金
交
付
が
予
見

さ
れ
な
か
っ
た
点
も
立
証
す
る
必
要
が
あ
っ
た
。
当
初
か
ら
、
国
内
補
助
金
が
譲
許
税
率
超
の
関
税
と
同
様
に
悪
名
高
か
っ
た
た
め
、
締

約
国
は
、
追
加
の
立
証
負
担
に
不
満
を
抱
い
て
い
）
14
（
た
。
ま
た
、
無
効
化
又
は
侵
害
の
対
象
は
、
輸
出
国
・
輸
入
国
の
関
係
を
前
提
と
し
た

二
辺
的
な
関
税
譲
許
の
利
益
に
と
ど
ま
り
、
限
界
が
あ
っ
た
。
す
な
わ
ち
、
自
国
の
輸
出
が
補
助
金
交
付
国
か
ら
の
輸
出
と
第
三
国
で
競

合
し
て
受
け
る
悪
影
響
は
、
救
済
の
対
象
外
だ
っ
た
の
で
あ
）
15
（

る
。
な
お
、
Ｇ
Ａ
Ｔ
Ｔ
第
六
条
六
項
⒝
は
、
締
約
国
団
の
承
認
の
下
、
第
三

国
に
相
殺
関
税
を
発
動
し
て
も
ら
え
る
、
と
し
て
い
た
が
、
こ
の
規
定
が
利
用
さ
れ
る
こ
と
は
な
か
っ
）
16
（
た
。

　
第
三
に
、
Ｇ
Ａ
Ｔ
Ｔ
第
六
条
は
、
相
殺
関
税
規
律
と
し
て
は
不
完
全
だ
っ
た
。
同
条
六
項
⒜
は
、
国
内
産
業
の
「
損
害
」
を
決
定
せ
ね

ば
、
輸
入
国
は
相
殺
関
税
を
か
け
て
は
な
ら
な
い
、
と
し
て
い
た
。
し
か
し
、
Ｇ
Ａ
Ｔ
Ｔ
は
当
初
、
祖
父
条
項
を
含
む
「
暫
定
適
用
に
関

す
る
議
定
書
」
で
発
効
し
て
い
た
た
め
、
そ
の
制
定
以
前
か
ら
あ
る
協
定
不
整
合
な
国
内
法
・
規
則
を
許
し
て
い
た
。
ま
た
、
相
殺
関
税

法
を
も
つ
国
家
の
中
で
も
唯
一
発
動
実
績
の
あ
っ
た
米
国
は
、
Ｇ
Ａ
Ｔ
Ｔ
制
定
前
か
ら
損
害
の
決
定
を
求
め
な
い
制
度
を
敷
い
て
い
）
17
（

た
。

こ
れ
ら
の
背
景
か
ら
、
Ｇ
Ａ
Ｔ
Ｔ
第
六
条
の
実
効
力
は
限
定
的
だ
っ
た
。

　
ケ
ネ
デ
ィ
ラ
ウ
ン
ド
交
渉
（
一
九
六
四
年
―
一
九
六
七
年
）
で
は
、
Ｇ
Ａ
Ｔ
Ｔ
第
六
条
で
相
殺
関
税
と
と
も
に
一
方
的
な
発
動
を
許
さ
れ

る
ア
ン
チ
ダ
ン
ピ
ン
グ
（
以
下
、
Ａ
Ｄ
）
税
の
損
害
要
件
の
明
確
化
も
含
む
、
追
加
ル
ー
ル
が
合
意
さ
れ
た
。
こ
の
、
い
わ
ゆ
る
ケ
ネ



法学政治学論究　第127号（2020.12）

6

デ
ィ
ラ
ウ
ン
ド
Ａ
Ｄ
協
）
18
（
定
を
受
け
て
、
同
ラ
ウ
ン
ド
後
に
は
相
殺
関
税
規
律
の
強
化
に
関
す
る
交
渉
の
準
備
作
業
が
行
わ
れ
）
19
（
た
。
当
時
の

欧
州
共
同
体
（
以
下
、
Ｅ
Ｃ
）
等
は
、
米
国
の
相
殺
関
税
法
を
問
題
視
し
、
そ
の
規
律
強
化
を
主
張
し
た
。
し
か
し
、
米
国
は
一
方
的
譲

歩
を
拒
み
、
補
助
金
に
対
す
る
規
律
強
化
も
同
時
に
行
わ
れ
な
け
れ
ば
交
渉
に
応
じ
ら
れ
な
い
、
と
反
発
し
た
。
そ
の
結
果
、
準
備
作
業

は
頓
挫
し
）
20
（
た
。

　
続
く
東
京
ラ
ウ
ン
ド
交
渉
（
一
九
七
三
年
―
一
九
七
九
年
）
で
は
、
補
助
金
と
相
殺
関
税
両
方
の
規
律
明
確
化
が
議
論
さ
れ
る
旨
、
交
渉

グ
ル
ー
プ
設
置
時
に
決
め
ら
れ
て
い
）
21
（
た
。
も
ち
ろ
ん
、
は
じ
め
は
、
補
助
金
に
対
す
る
規
律
強
化
の
み
を
主
張
す
る
米
国
と
、
相
殺
関
税

規
律
の
強
化
の
み
を
主
張
す
る
そ
の
他
締
約
国
の
間
で
摩
擦
が
あ
っ
た
。
そ
れ
で
も
、
結
果
的
に
は
両
方
の
規
律
を
同
時
に
明
確
化
す
る
、

「
関
税
及
び
貿
易
に
関
す
る
一
般
協
定
第
六
条
、
第
十
六
条
及
び
第
二
十
三
条
の
解
釈
及
び
適
用
に
関
す
る
協
定
」（
以
下
、
東
京
ラ
ウ
ン
ド

Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
）
が
合
意
さ
れ
た
。

　
以
下
で
は
本
稿
の
関
心
に
照
ら
し
、
分
析
対
象
を
国
内
補
助
金
に
対
す
る
規
律
、
及
び
、
相
殺
関
税
規
律
の
強
化
に
絞
っ
て
各
交
渉
の

動
向
・
結
果
を
整
理
し
て
い
）
22
（

く
。

㈡
　
国
内
補
助
金
に
対
す
る
規
律
の
強
化

　
第
二
次
世
界
大
戦
後
の
復
興
が
世
界
各
地
で
進
み
、
国
際
貿
易
に
お
け
る
米
国
の
相
対
的
地
位
が
低
下
し
て
く
る
と
、
米
国
産
業
界
で

は
、
国
際
的
な
競
争
条
件
を
歪
め
る
補
助
金
に
対
す
る
規
律
の
拡
充
が
叫
ば
れ
る
よ
う
に
な
っ
）
23
（

た
。
米
国
の
一
九
七
四
年
通
商
法
は
、
東

京
ラ
ウ
ン
ド
交
渉
の
権
限
を
行
政
府
に
付
与
す
る
も
の
だ
っ
た
が
、
同
法
に
関
す
る
上
院
財
政
委
員
会
報
告
書
の
以
下
の
説
明
は
、
産
業

界
の
利
害
が
米
国
を
交
渉
に
駆
り
立
て
て
い
た
こ
と
を
如
実
に
示
し
て
い
る
。

米
国
の
利
益
は
、
世
界
の
通
商
秩
序
を
歪
め
、
本
国
及
び
外
国
で
の
米
国
の
販
売
を
差
別
的
に
扱
う
補
助
金
を
撤
廃
さ
せ
る
国
際
協
定
を
通
じ
て
こ
そ
、
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最
善
の
形
で
確
保
さ
れ
る
。
今
後
の
多
角
的
交
渉
の
主
題
は
、
補
助
金
の
利
用
に
関
す
る
満
足
の
い
く
国
際
ル
ー
ル
の
確
立
と
さ
れ
る
べ
き
で
あ
）
24
（
る
。

　
他
方
、
そ
の
他
締
約
国
に
と
っ
て
国
内
補
助
金
は
政
策
上
重
要
だ
っ
た
た
め
、
規
律
の
単
純
な
強
化
は
受
け
入
れ
難
か
っ
）
25
（
た
。
米
国
も
、

研
究
開
発
補
助
金
の
制
約
に
抵
抗
感
を
も
っ
て
い
）
26
（

た
。

　
そ
こ
で
、
米
国
は
、
柔
軟
性
を
も
た
せ
た
提
案
文
書
で
、
国
内
補
助
金
に
対
す
る
理
解
と
規
律
強
化
の
方
向
性
を
示
し
た
。
こ
の
文
書

は
第
一
に
、
国
内
補
助
金
が
、
各
国
政
府
の
社
会
・
経
済
政
策
上
重
要
な
役
割
を
担
う
反
面
、
他
国
の
経
済
的
利
益
に
大
き
な
影
響
を
与

え
る
こ
と
が
あ
る
、
と
い
う
理
解
を
示
す
。
第
二
に
、
締
約
国
が
、
別
の
締
約
国
に
著
し
い
害
を
も
た
ら
す
補
助
金
の
利
用
を
避
け
る
点

に
合
意
す
る
よ
う
、
提
案
す
る
。
ま
た
、
そ
う
し
た
悪
影
響
の
実
質
的
な
緩
和
又
は
除
去
の
た
め
の
相
互
に
満
足
い
く
解
決
を
視
野
に
入

れ
た
協
議
に
つ
い
て
取
極
を
再
確
認
す
る
よ
う
、
求
め
る
。
第
三
に
、
規
律
対
象
の
国
内
補
助
金
を
構
成
す
る
政
府
措
置
の
類
型
を
例
示

す
る
よ
う
、
提
案
す
）
27
（
る
。

　
第
一
と
第
三
の
点
に
つ
い
て
は
、
他
の
締
約
国
も
、
規
律
さ
れ
う
る
政
府
措
置
の
範
囲
が
無
限
に
な
る
の
を
避
け
る
た
め
に
例
示
は
合

理
的
で
あ
り
、
か
つ
、
政
策
的
に
広
く
利
用
さ
れ
る
類
型
を
明
記
す
る
必
要
も
あ
る
、
と
考
え
て
い
）
28
（
た
。
米
国
も
、
自
国
の
研
究
開
発
補

助
金
の
死
守
を
命
題
と
し
て
い
）
29
（
た
。
一
定
の
国
内
補
助
金
の
利
用
可
能
性
に
配
慮
す
る
こ
と
へ
の
共
通
理
解
が
あ
っ
た
の
で
あ
）
30
（
る
。

　
第
二
の
提
案
に
つ
い
て
、
Ｅ
Ｃ
を
含
む
他
の
締
約
国
の
中
に
も
、
国
内
補
助
金
の
著
し
い
害
に
対
処
す
る
た
め
の
手
続
の
明
確
化
は
必

要
で
あ
る
、
と
認
識
す
る
国
は
あ
っ
）
31
（
た
。
も
ち
ろ
ん
、
一
部
の
締
約
国
は
、
Ｇ
Ａ
Ｔ
Ｔ
同
様
の
緩
や
か
な
手
続
の
維
持
を
望
ん
だ
。
し
か

し
、
Ｅ
Ｃ
は
、
第
二
の
米
国
の
提
案
を
受
け
入
れ
る
代
わ
り
に
、
輸
出
補
助
金
に
対
し
て
紛
争
解
決
手
続
を
経
ず
一
方
的
に
対
抗
措
置
を

発
動
で
き
る
よ
う
に
す
べ
き
で
あ
る
、
と
い
う
相
殺
関
税
規
律
の
抜
け
道
を
探
る
米
国
の
主
）
32
（
張
を
撤
回
さ
せ
る
方
向
性
を
示
し
た
。
こ
れ

に
よ
り
、
意
見
が
集
約
さ
れ
る
こ
と
と
な
っ
）
33
（

た
。

　
ま
た
、「
著
し
い
害
」
の
概
念
明
確
化
が
必
要
で
あ
る
、
と
い
う
認
識
も
一
致
し
て
い
た
。
か
ね
て
Ｇ
Ａ
Ｔ
Ｔ
で
は
、
第
三
国
市
場
へ
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の
輸
出
利
害
を
損
な
う
補
助
金
の
悪
性
、
そ
れ
に
対
す
る
救
済
の
欠
如
が
課
題
だ
っ
た
。
第
三
国
市
場
の
歪
曲
を
含
め
、
広
く
国
際
競
争

に
及
ぶ
悪
影
響
を
捕
捉
す
る
概
念
と
し
て
著
し
い
害
を
再
構
成
し
よ
う
、
と
い
う
機
運
が
高
ま
っ
て
い
た
の
で
あ
）
34
（

る
。

　
こ
う
し
て
、
国
内
補
助
金
交
付
の
裁
量
を
認
め
つ
つ
も
、
そ
の
規
律
を
強
化
す
る
こ
と
の
共
通
認
識
が
醸
成
さ
れ
て
い
っ
た
。
そ
の
結

果
、
Ｇ
Ａ
Ｔ
Ｔ
第
一
六
条
の
規
律
を
明
確
化
す
る
規
定
が
、
東
京
ラ
ウ
ン
ド
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
に
置
か
れ
る
こ
と
に
な
っ
た
。

　
同
協
定
第
一
一
条
一
項
は
、
柱
書
で
、「
社
会
政
策
上
及
び
経
済
政
策
上
の
目
的
並
び
に
望
ま
し
い
と
認
め
る
他
の
重
要
な
政
策
上
の

目
的
を
達
成
す
る
」
国
内
補
助
金
を
制
限
し
な
い
、
と
す
る
。
ま
た
、
⒜
特
定
地
域
の
不
利
な
条
件
の
除
去
、
⒝
社
会
的
に
受
け
入
れ
ら

れ
る
条
件
で
の
特
定
部
門
の
再
編
成
、
⒞
雇
用
維
持
や
再
訓
練
、
雇
用
転
換
の
促
進
、
⒟
研
究
開
発
奨
励
、
⒠
途
上
国
に
お
け
る
開
発
支

援
、
⒡
過
密
・
環
境
問
題
対
応
の
た
め
の
産
業
再
配
置
、
を
重
要
な
目
的
と
し
て
例
示
す
る
。

　
他
方
で
、
東
京
ラ
ウ
ン
ド
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
第
一
一
条
二
項
は
、
三
項
で
例
示
さ
れ
る
「
補
助
金
の
あ
り
得
る
形
）
35
（
態
」
そ
の
他
の
形
を
と
る

国
内
補
助
金
が
、「
悪
影
響
」
を
及
ぼ
す
場
合
が
あ
る
、
と
認
め
る
。
ま
た
、
悪
影
響
の
形
と
し
て
、「
損
害
」、「
著
し
い
害
」、
利
益
の

無
効
化
又
は
侵
害
を
挙
げ
、
締
約
国
が
そ
れ
ら
を
生
じ
さ
せ
な
い
よ
う
「
努
め
る
」、
と
規
定
す
る
。

　
こ
れ
は
一
見
、
努
力
目
標
を
定
め
る
規
定
に
映
る
。
し
か
し
、
東
京
ラ
ウ
ン
ド
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
は
、
第
一
二
条
三
項
に
定
め
る
国
内
補
助

金
の
悪
影
響
を
め
ぐ
る
協
議
に
加
え
、
協
議
不
調
の
場
合
に
お
け
る
調
停
の
要
請
（
第
一
七
条
）、
調
停
で
の
解
決
が
困
難
で
あ
る
場
合

の
パ
ネ
ル
へ
の
訴
え
（
第
一
八
条
）
と
い
っ
た
申
立
手
順
を
整
備
す
る
。
さ
ら
に
、
同
協
定
第
一
三
条
四
項
及
び
第
一
八
条
九
項
は
、
パ

ネ
ル
が
被
申
立
国
へ
勧
告
し
て
も
な
お
履
行
さ
れ
な
い
場
合
に
、
対
抗
措
置
を
申
立
国
に
許
容
す
る
。
す
な
わ
ち
、
同
協
定
は
、
非
違
反

申
立
と
は
異
な
る
固
有
の
救
済
を
設
け
た
の
で
あ
る
。

　
内
容
面
で
も
、
東
京
ラ
ウ
ン
ド
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
第
八
条
四
項
は
、
正
式
に
申
立
事
由
と
さ
れ
た
著
し
い
害
と
し
て
、
⒜
国
内
補
助
金
を
受

け
た
輸
出
が
輸
入
国
に
与
え
る
効
果
、
⒝
国
内
補
助
金
を
受
け
た
産
品
が
輸
入
を
代
替
又
は
妨
害
す
る
効
果
を
、
関
税
譲
許
の
利
益
と
は

紐
づ
け
ず
並
べ
る
。
ま
た
、
⒞
国
内
補
助
金
を
受
け
た
輸
出
が
第
三
国
市
場
で
別
の
締
約
国
の
輸
出
を
代
替
す
る
効
果
も
挙
げ
る
。
こ
の



国際通商法における国内補助金規律の展開

9

よ
う
に
、
締
約
国
ら
は
、
国
内
補
助
金
の
重
要
性
を
念
頭
に
置
き
つ
つ
も
、
制
定
当
初
の
Ｇ
Ａ
Ｔ
Ｔ
の
課
題
を
克
服
す
る
た
め
の
国
内
補

助
金
規
律
の
強
化
に
合
意
し
て
き
た
の
で
あ
る
。

㈢
　
相
殺
関
税
規
律
の
強
化

　
先
述
の
通
り
、
ケ
ネ
デ
ィ
ラ
ウ
ン
ド
交
渉
後
の
相
殺
関
税
規
律
を
明
確
化
す
る
た
め
の
交
渉
準
備
は
、
補
助
金
へ
の
規
律
の
強
化
を
主

張
す
る
米
国
の
反
発
に
よ
り
頓
挫
し
た
。

　
東
京
ラ
ウ
ン
ド
交
渉
で
も
、
強
化
を
目
指
す
Ｇ
Ａ
Ｔ
Ｔ
の
規
律
分
野
が
締
約
国
に
よ
っ
て
違
っ
て
い
た
。
し
か
し
、
今
回
は
、
そ
も
そ

も
交
渉
グ
ル
ー
プ
設
置
時
か
ら
補
助
金
に
対
す
る
規
律
強
化
も
議
題
と
な
っ
て
い
）
36
（

た
。
ま
た
、
米
国
行
政
府
は
議
会
対
策
と
し
て
、
補
助

金
に
対
す
る
規
律
強
化
を
実
現
す
る
、
と
い
う
命
題
を
抱
え
て
お
り
、
そ
の
成
果
次
第
で
譲
歩
す
る
動
機
を
も
っ
て
い
）
37
（

た
。
さ
ら
に
、
米

国
は
、
相
殺
関
税
規
律
の
強
化
の
根
幹
を
な
す
損
害
要
件
の
明
確
化
を
甘
受
す
る
利
点
も
認
識
し
て
い
た
。
補
助
金
の
認
定
の
み
で
発
動

可
能
な
相
殺
関
税
の
積
極
運
用
は
、
外
国
と
の
政
治
摩
擦
を
招
く
。
損
害
要
件
を
あ
え
て
受
容
す
れ
ば
、
国
内
産
業
か
ら
の
相
殺
関
税
の

申
請
ラ
ッ
シ
ュ
を
抑
え
つ
つ
、
必
要
な
救
済
を
気
兼
ね
せ
ず
施
せ
る
よ
う
に
な
る
。
米
国
は
、
こ
う
し
た
譲
歩
の
利
点
も
心
得
て
い
）
38
（
た
。

以
上
の
背
景
か
ら
、
米
国
は
、
相
殺
関
税
規
律
の
強
化
、
特
に
、
損
害
要
件
の
明
確
化
を
受
け
入
れ
て
い
っ
た
。

　
東
京
ラ
ウ
ン
ド
交
渉
で
の
損
害
要
件
の
明
確
化
の
土
台
は
、
Ｇ
Ａ
Ｔ
Ｔ
第
六
条
六
項
⒜
の
損
害
要
件
を
Ａ
Ｄ
税
に
対
す
る
規
律
の
文
脈

で
明
確
化
し
て
い
た
、
ケ
ネ
デ
ィ
ラ
ウ
ン
ド
Ａ
Ｄ
協
定
と
な
っ
）
39
（

た
。

　
ケ
ネ
デ
ィ
ラ
ウ
ン
ド
Ａ
Ｄ
協
定
で
、
損
害
要
件
は
第
三
条
で
明
確
化
さ
れ
て
い
た
。
そ
の
大
枠
を
定
め
る
同
協
定
第
三
条
⒜
に
よ
れ
ば
、

権
限
あ
る
調
査
当
局
は
、
損
害
を
受
け
た
と
思
し
き
国
内
産
業
の
状
態
に
関
わ
る
全
要
因
の
「
実
証
的
な
認
定
」
に
も
と
づ
い
て
損
害
を

決
定
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
か
っ
た
。
ま
た
、
損
害
の
最
終
決
定
で
は
、
ダ
ン
ピ
ン
グ
輸
入
以
外
の
あ
ら
ゆ
る
要
因
の
検
討
に
よ
り
、
ダ
ン

ピ
ン
グ
輸
入
が
損
害
の
「
主
な
原
因
」
で
あ
る
こ
と
を
立
証
す
る
必
要
が
あ
っ
た
。



法学政治学論究　第127号（2020.12）

10

　
し
か
し
、
米
国
は
、
ケ
ネ
デ
ィ
ラ
ウ
ン
ド
Ａ
Ｄ
協
定
を
国
内
的
に
実
施
す
る
際
の
議
会
の
反
発
を
ふ
ま
え
て
難
色
を
示
し
た
。
具
体
的

に
、
米
国
は
、「
主
な
原
因
」
基
準
で
は
、
ダ
ン
ピ
ン
グ
輸
入
と
同
時
に
不
況
の
影
響
が
あ
る
場
合
に
肯
定
的
な
損
害
の
決
定
が
困
難
と

な
る
、
と
指
摘
し
た
。
そ
の
上
で
、
数
あ
る
要
因
の
一
つ
が
ダ
ン
ピ
ン
グ
輸
入
で
あ
れ
ば
損
害
の
肯
定
的
な
決
定
が
認
め
ら
れ
る
、
米
国

法
に
沿
っ
た
規
定
に
修
正
す
べ
き
で
あ
る
、
と
主
張
し
）
40
（
た
。

　
東
京
ラ
ウ
ン
ド
交
渉
を
経
て
合
意
さ
れ
た
相
殺
関
税
規
律
は
、
ケ
ネ
デ
ィ
ラ
ウ
ン
ド
Ａ
Ｄ
協
定
に
米
国
の
主
張
を
反
映
さ
せ
る
形
で
決

着
し
）
41
（
た
。
す
な
わ
ち
、
損
害
要
件
を
明
確
化
す
る
東
京
ラ
ウ
ン
ド
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
第
六
条
は
、
一
項
で
、
調
査
当
局
が
「
実
証
的
な
証
拠
」

に
も
と
づ
く
「
客
観
的
な
検
討
」
に
よ
っ
て
損
害
を
決
定
す
る
、
と
い
う
総
論
を
謳
う
。
続
く
二
項
で
新
た
に
、
国
内
産
業
の
生
産
す
る

産
品
と
同
種
の
調
査
対
象
輸
入
の
数
量
増
加
、
価
格
効
果
の
考
慮
を
求
め
、
三
項
で
は
従
来
同
様
、
国
内
産
業
の
状
態
に
関
わ
る
全
要
因

の
評
価
を
求
め
る
。

　
東
京
ラ
ウ
ン
ド
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
第
六
条
四
項
は
、
ケ
ネ
デ
ィ
ラ
ウ
ン
ド
Ａ
Ｄ
協
定
の
「
主
な
原
因
」
基
準
を
採
用
せ
ず
、
米
国
Ａ
Ｄ
法
に

な
ら
っ
て
単
に
、
調
査
対
象
輸
入
と
国
内
産
業
の
損
害
の
因
果
関
係
を
決
定
す
る
よ
う
調
査
当
局
に
義
務
づ
け
た
。
他
方
で
、
カ
ナ
ダ
、

日
本
、
北
欧
諸
国
は
、
損
害
の
原
因
を
補
助
金
の
効
果
に
も
求
め
る
分
析
を
義
務
づ
け
る
べ
き
で
あ
る
、
と
主
張
し
た
。
そ
こ
で
、
東
京

ラ
ウ
ン
ド
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
第
六
条
四
項
に
は
、「
補
助
金
の
及
ぼ
す
影
響
」
と
い
う
文
言
が
挿
入
さ
れ
）
42
（

た
。

　
以
上
に
よ
り
、
締
約
国
は
、
損
害
要
件
を
充
た
さ
な
い
相
殺
関
税
を
東
京
ラ
ウ
ン
ド
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
違
反
と
主
張
す
る
権
利
を
得
た
。
祖

父
条
項
の
制
約
ゆ
え
に
米
国
相
殺
関
税
法
な
い
し
同
法
の
運
用
を
Ｇ
Ａ
Ｔ
Ｔ
第
六
条
違
反
と
訴
え
ら
れ
な
か
っ
た
以
前
の
状
況
に
照
ら
せ

ば
、
こ
れ
は
大
き
な
進
展
で
あ
っ
た
。
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三
　
国
内
補
助
金
規
律
の
展
開
に
お
け
る
東
京
ラ
ウ
ン
ド
交
渉

㈠
　
起
源
と
し
て
の
東
京
ラ
ウ
ン
ド
交
渉

　
国
内
補
助
金
規
律
の
明
確
化
は
、
ウ
ル
グ
ア
イ
ラ
ウ
ン
ド
交
渉
（
一
九
八
六
年
―
一
九
九
四
年
）
で
も
議
論
さ
）
43
（

れ
、
そ
の
結
果
、
Ｓ
Ｃ
Ｍ

協
定
に
よ
る
Ｗ
Ｔ
Ｏ
国
内
補
助
金
規
律
が
生
ま
れ
た
。
以
下
で
は
当
該
規
律
を
概
観
す
る
と
と
も
に
、
そ
こ
に
、
東
京
ラ
ウ
ン
ド
交
渉
の

成
果
が
ど
う
影
響
し
て
い
る
か
を
論
ず
る
。
こ
れ
に
よ
り
、
東
京
ラ
ウ
ン
ド
交
渉
を
国
内
補
助
金
規
律
の
展
開
の
起
源
に
位
置
づ
け
る
。

　
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
は
、
あ
る
Ｗ
Ｔ
Ｏ
加
盟
国
が
別
の
加
盟
国
の
国
内
補
助
金
で
悪
影
響
を
受
け
る
場
合
を
想
定
し
て
、
救
済
手
段
を
二
つ
設

け
る
。
第
一
に
、
同
協
定
は
、
Ｗ
Ｔ
Ｏ
紛
争
解
決
手
続
へ
の
訴
え
を
認
め
る
。
す
な
わ
ち
、
あ
る
加
盟
国
（
申
立
国
）
は
、
別
の
加
盟
国

（
被
申
立
国
）
の
国
内
補
助
金
が
、
同
協
定
第
五
条
に
い
う
「
悪
影
響
」
を
も
た
ら
し
て
い
る
と
考
え
る
場
合
、
同
協
定
第
七
条
に
も
と

づ
き
協
議
に
は
じ
ま
る
申
立
が
で
き
る
。
東
京
ラ
ウ
ン
ド
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
同
様
、
現
行
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
は
、
第
五
条
で
悪
影
響
の
形
と
し
て

「
損
害
」、「
利
益
の
無
効
化
又
は
侵
害
」、「
著
し
い
害
」
を
挙
げ
る
。
し
か
し
、
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
第
七
条
の
申
立
で
は
、
Ｗ
Ｔ
Ｏ
加
盟
国
は

ほ
ぼ
、
Ｇ
Ａ
Ｔ
Ｔ
東
京
ラ
ウ
ン
ド
交
渉
以
来
明
確
化
さ
れ
て
き
た
「
著
し
い
）
44
（
害
」
を
主
張
し
て
い
）
45
（
る
。
パ
ネ
ル
（
上
訴
さ
れ
た
場
合
は
上
級

委
員
会
）
が
そ
の
主
張
を
認
め
、
勧
告
を
出
す
と
、
被
申
立
国
は
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
第
七
．
八
条
に
し
た
が
い
、
悪
影
響
の
除
去
又
は
補
助
金

の
廃
止
の
義
務
を
負
う
。
い
ず
れ
も
実
施
さ
れ
な
い
場
合
、
申
立
国
は
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
第
七
．
九
条
に
よ
り
、
被
申
立
国
に
対
抗
措
置
を
と

る
こ
と
を
許
さ
れ
る
。

　
第
二
に
、
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
は
、
補
助
金
を
受
け
た
外
国
生
産
者
か
ら
の
輸
入
に
対
処
す
る
た
め
の
一
方
的
手
段
、
相
殺
関
税
を
補
助
金
の

額
を
限
度
に
認
め
）
46
（
る
。
輸
入
国
の
調
査
当
局
は
、
東
京
ラ
ウ
ン
ド
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
第
六
条
の
基
本
枠
組
み
を
踏
襲
す
る
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
第
一
五

条
の
下
、
調
査
対
象
輸
入
に
よ
る
国
内
産
業
の
「
損
害
」
を
、
措
置
の
発
動
に
先
立
っ
て
立
証
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
）
47
（

い
。
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こ
れ
ら
救
済
に
訴
え
る
前
提
と
し
て
、
補
助
金
が
存
在
す
る
必
要
が
あ
る
。
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
は
、
補
助
金
を
は
じ
め
て
定
義
し
た
。
同
協

定
第
一
．
一
条
に
よ
れ
ば
、
⒜
協
定
に
列
挙
さ
れ
る
い
ず
れ
か
の
形
で
「
政
府
又
は
公
的
機
関
」
が
「
資
金
面
で
貢
献
」
を
し
て
お
）
48
（

り
、

⒝
そ
れ
が
生
産
者
に
「
利
益
」
を
も
た
ら
し
て
い
れ
ば
、
補
助
金
の
存
在
は
み
な
さ
れ
）
49
（
る
。
な
お
、
悪
影
響
を
も
た
ら
す
補
助
金
が
存
在

す
る
だ
け
で
は
、
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
上
の
救
済
を
得
る
こ
と
は
で
き
な
い
。
申
立
国
（
相
殺
関
税
の
発
動
国
）
は
、
補
助
金
が
さ
ら
に
同
協
定

第
二
条
に
い
う
「
特
定
性
」
を
有
す
る
こ
と
も
立
証
す
る
必
要
が
あ
る
。

　
以
上
の
Ｗ
Ｔ
Ｏ
国
内
補
助
金
規
律
は
、
二
つ
の
観
点
で
東
京
ラ
ウ
ン
ド
交
渉
で
の
成
果
を
継
承
す
る
。
第
一
に
、
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
は
、
東

京
ラ
ウ
ン
ド
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
と
同
じ
く
、
Ｇ
Ａ
Ｔ
Ｔ
の
非
違
反
申
立
手
続
と
は
区
別
さ
れ
る
申
立
手
続
を
設
け
、
国
際
競
争
を
歪
め
る
国
内

補
助
金
を
広
く
規
律
す
る
。
第
二
に
、
同
協
定
は
引
き
続
き
、
相
殺
関
税
規
律
の
強
化
を
図
っ
て
い
）
50
（
る
。
そ
れ
ゆ
え
、
東
京
ラ
ウ
ン
ド
交

渉
は
、
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
に
至
る
国
内
補
助
金
規
律
の
展
開
の
起
源
だ
っ
た
と
位
置
づ
け
ら
れ
）
51
（
る
。

　
ま
た
、
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
は
補
助
金
の
定
義
、
特
定
性
要
件
を
新
設
す
る
。
さ
ら
に
、
東
京
ラ
ウ
ン
ド
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
が
二
三
カ
国
に
受
諾
さ

れ
る
に
す
ぎ
ず
、
断
片
的
な
規
律
だ
っ
た
の
に
対
）
52
（

し
、
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
は
、
附
属
協
定
の
一
括
受
諾
を
原
則
と
す
る
Ｗ
Ｔ
Ｏ
の
下
で
全
加
盟

国
を
拘
束
す
）
53
（
る
。
国
内
補
助
金
規
律
は
、
一
層
内
容
面
で
充
実
し
、
か
つ
、
よ
り
統
合
的
な
も
の
と
な
っ
た
の
で
あ
る
。

　
も
っ
と
も
、
Ｗ
Ｔ
Ｏ
加
盟
国
間
で
合
意
が
形
成
さ
れ
な
か
っ
た
た
め
、
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
は
一
九
九
九
年
末
、
五
年
の
暫
定
適
用
を
前
提
に

挿
入
さ
れ
た
第
八
条
を
失
っ
た
。
こ
の
結
果
、
同
協
定
第
八
．
二
条
の
下
で
正
当
化
さ
れ
た
一
定
の
研
究
開
発
補
助
金
、
地
域
開
発
補
助

金
、
環
境
補
助
金
も
、
国
内
補
助
金
規
律
の
適
用
を
免
れ
な
く
な
っ
た
。
そ
れ
ば
か
り
か
、「
種
々
の
目
的
の
た
め
の
」
補
助
金
交
付
を

「
制
限
す
る
も
の
で
は
な
い
」、
と
い
う
同
協
定
第
八
．
一
条
注
の
記
述
も
欠
落
し
た
。
よ
っ
て
、
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
は
今
、
国
内
補
助
金
の
何

ら
か
の
政
策
目
的
に
適
う
側
面
を
評
価
す
る
姿
勢
を
も
ち
あ
わ
せ
て
い
な
）
54
（
い
。

　
さ
ら
に
、
昨
今
の
日
米
欧
三
極
の
貿
易
大
臣
に
よ
る
共
同
声
明
は
、
補
助
金
の
存
在
に
関
す
る
立
証
負
荷
軽
）
55
（

減
、
著
し
い
害
の
推
定
）
56
（

則

の
導
入
や
そ
の
概
念
の
拡
）
57
（
大
を
提
唱
す
る
。
そ
れ
は
、
も
っ
ぱ
ら
、
国
内
補
助
金
の
交
付
に
対
す
る
規
律
強
化
／
相
殺
関
税
の
機
動
性
確
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保
を
目
指
す
も
の
で
あ
り
、
禁
止
さ
れ
な
い
目
的
で
市
場
介
入
す
る
Ｗ
Ｔ
Ｏ
加
盟
国
の
「
政
策
裁
量
」
を
一
層
狭
め
る
傾
向
を
示
す
。

　
こ
の
よ
う
に
、
東
京
ラ
ウ
ン
ド
交
渉
に
起
源
を
も
つ
国
内
補
助
金
規
律
の
展
開
は
、
必
ず
し
も
、
あ
る
べ
き
バ
ラ
ン
ス
を
実
現
し
て
こ

な
か
っ
た
。
し
か
し
、
次
節
で
レ
ビ
ュ
ー
す
る
従
来
の
議
論
に
は
、
そ
う
し
た
課
題
の
淵
源
を
東
京
ラ
ウ
ン
ド
交
渉
に
求
め
、
明
ら
か
に

す
る
歴
史
的
視
点
は
な
か
っ
た
。

㈡
　
国
内
補
助
金
規
律
の
展
開
を
め
ぐ
る
議
論
動
向
と
東
京
ラ
ウ
ン
ド
交
渉

1
　
国
内
補
助
金
規
律
の
展
開
を
め
ぐ
る
議
論
動
向

　
国
内
補
助
金
規
律
の
展
開
を
め
ぐ
る
議
論
の
発
端
は
、
経
済
学
者
の
バ
グ
ウ
ェ
ル
と
ス
テ
イ
ガ
ー
の
共
著
論
文
で
あ
）
58
（
る
。
そ
の
基
本
的

立
場
は
、
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
を
批
判
し
、
Ｇ
Ａ
Ｔ
Ｔ
制
定
当
初
の
国
内
補
助
金
規
律
へ
の
回
帰
を
求
め
る
も
の
で
あ
る
。
具
体
的
に
、
彼
ら
は
、

現
行
の
国
内
補
助
金
規
律
の
欠
点
を
三
つ
指
摘
す
る
。
第
一
に
、
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
の
下
で
は
、
国
内
補
助
金
が
関
税
交
渉
後
に
交
付
さ
れ
た

か
ど
う
か
が
問
わ
れ
な
い
。
第
二
に
、
申
立
を
す
る
Ｗ
Ｔ
Ｏ
加
盟
国
が
、
過
去
に
関
税
譲
許
の
交
渉
を
行
っ
て
い
た
か
ど
う
か
を
問
わ
れ

る
こ
と
も
な
い
。
第
三
に
、
申
立
国
が
勝
訴
と
な
っ
た
場
合
、
被
申
立
国
は
国
内
補
助
金
の
撤
廃
と
い
う
厳
し
い
履
行
を
迫
ら
れ
る
こ
と

に
な
）
59
（
る
。

　
以
上
に
も
と
づ
き
、
バ
グ
ウ
ェ
ル
と
ス
テ
イ
ガ
ー
は
、
関
税
譲
許
の
利
益
均
衡
を
破
る
国
内
補
助
金
の
み
申
立
対
象
と
し
て
い
た
制
定

当
初
の
Ｇ
Ａ
Ｔ
Ｔ
の
方
が
優
れ
て
い
た
、
と
評
価
す
る
。
彼
ら
に
よ
れ
ば
、
関
税
が
下
げ
ら
れ
て
も
、
事
後
の
国
内
補
助
金
交
付
で
均
衡

は
損
な
わ
れ
る
た
め
、
一
定
の
規
律
は
必
要
で
あ
る
。
し
か
し
、
過
剰
な
規
律
は
国
家
の
「
政
策
裁
）
60
（
量
」
を
浸
食
し
、
追
加
の
関
税
交
渉

に
臨
む
国
家
に
「
萎
縮
効
果
（chilling effect

）」
を
与
え
る
。
両
氏
は
、
経
済
分
析
も
交
え
て
、
国
内
補
助
金
が
例
外
的
な
非
違
反
申
立

手
続
に
よ
っ
て
の
み
規
制
さ
れ
る
べ
き
で
あ
る
、
と
論
ず
）
61
（
る
。

　
国
内
補
助
金
を
使
う
国
家
の
「
政
策
裁
量
」
確
保
の
意
義
は
、
法
学
者
に
も
共
感
さ
れ
）
62
（

る
。
し
か
し
、
国
内
補
助
金
規
律
の
発
展
を
ほ
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ぼ
無
視
す
る
バ
グ
ウ
ェ
ル
と
ス
テ
イ
ガ
ー
に
対
す
る
批
判
は
多
い
。

　
ハ
ウ
ズ
は
、
国
内
補
助
金
規
律
の
重
要
な
進
歩
と
し
て
、
第
一
に
相
殺
関
税
規
律
の
強
化
を
挙
げ
る
。
Ｇ
Ａ
Ｔ
Ｔ
で
は
相
殺
関
税
の
要

件
が
具
体
的
に
さ
れ
ず
、
濫
用
の
お
そ
れ
が
あ
っ
た
が
、
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
は
こ
れ
に
一
定
程
度
対
処
し
て
い
る
。
ハ
ウ
ズ
は
、
そ
う
し
た
肯

定
さ
れ
る
べ
き
発
展
を
バ
グ
ウ
ェ
ル
と
ス
テ
イ
ガ
ー
が
看
過
し
て
い
る
、
と
主
張
す
）
63
（
る
。

　
第
二
に
、
ハ
ウ
ズ
は
、
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
で
は
「
特
定
性
」
が
要
件
化
さ
れ
た
点
に
着
目
す
る
。
そ
し
て
、
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
の
下
で
は
、
か

え
っ
て
立
証
負
荷
が
高
く
な
っ
て
い
る
、
と
論
ず
）
64
（
る
。

　
こ
の
よ
う
に
ハ
ウ
ズ
は
、
国
内
補
助
金
規
律
の
展
開
を
否
定
し
な
い
。
む
し
ろ
、
市
場
に
与
え
る
影
響
で
国
内
補
助
金
を
評
価
す
る
Ｓ

Ｃ
Ｍ
協
定
の
姿
勢
は
、
市
場
の
失
敗
に
対
処
す
る
国
内
補
助
金
の
正
当
化
、
と
い
う
要
請
と
本
質
的
に
は
矛
盾
し
な
い
、
と
整
理
す
る
。

他
方
で
、
実
際
の
正
当
化
（「
政
策
裁
量
」
確
保
）
に
は
、
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
第
八
条
の
よ
う
な
規
定
の
再
挿
入
が
必
要
で
あ
る
、
と
主
張
す
）
65
（
る
。

　
ル
ビ
ニ
は
、
ハ
ウ
ズ
に
賛
同
す
る
と
と
も
に
、
市
場
ひ
い
て
は
厚
生
に
与
え
る
影
響
に
照
ら
し
て
国
内
補
助
金
を
評
価
す
る
軸
を
「
厚

生
基
準
（w

elfare standard

）」
と
呼
び
、
そ
の
課
題
を
論
ず
る
。
す
な
わ
ち
、
厚
生
基
準
が
「
生
産
者
の
利
益
」
を
偏
重
す
れ
ば
、
一
方

で
は
重
要
な
環
境
政
策
に
貢
献
す
る
が
、
他
方
で
は
国
際
競
争
に
影
響
を
及
ぼ
す
環
境
補
助
金
の
正
当
化
は
叶
わ
な
い
、
と
指
摘
す
）
66
（
る
。

　
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
第
八
条
失
効
後
の
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
の
厚
生
基
準
は
、
国
内
補
助
金
の
悪
影
響
か
ら
の
救
済
を
求
め
る
生
産
者
の
利
益

に
明
ら
か
に
傾
い
て
い
る
。
ル
ビ
ニ
は
、
こ
の
現
状
認
識
に
も
と
づ
き
、
国
家
の
「
政
策
裁
量
」
確
保
の
観
点
か
ら
、
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
へ
の

例
外
条
項
の
再
挿
入
を
提
案
す
）
67
（

る
。

　
同
じ
く
「
政
策
裁
量
」
確
保
に
問
題
意
識
を
も
ち
、
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
第
八
条
の
再
挿
入
を
説
く
コ
ペ
）
68
（

ン
の
主
張
も
興
味
深
い
。
コ
ペ
ン
は

第
一
に
、
Ｇ
Ａ
Ｔ
Ｔ
の
非
違
反
申
立
と
違
っ
て
、
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
に
も
と
づ
く
申
立
に
は
負
荷
が
か
か
ら
な
い
、
と
い
う
バ
グ
ウ
ェ
ル
と
ス

テ
イ
ガ
ー
の
分
析
の
前
提
を
否
定
す
）
69
（

る
。
ハ
ウ
ズ
同
様
、
特
定
性
あ
る
補
助
金
に
関
す
る
追
加
的
な
立
証
負
荷
を
指
摘
す
る
わ
け
で
あ
る
。

　
第
二
に
、
コ
ペ
ン
は
、
被
申
立
国
が
敗
訴
後
に
国
内
補
助
金
の
撤
廃
を
迫
ら
れ
る
、
と
い
う
バ
グ
ウ
ェ
ル
と
ス
テ
イ
ガ
ー
の
理
解
を
否
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定
す
る
。
こ
れ
は
、
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
第
七
．
八
条
が
、
悪
影
響
の
除
去
も
履
行
措
置
と
す
る
点
に
目
を
つ
け
た
主
張
で
あ
）
70
（
る
。

　
第
三
に
、
コ
ペ
ン
は
、
現
実
の
国
内
補
助
金
規
律
の
展
開
か
ら
の
裏
づ
け
が
な
い
、
と
し
て
バ
グ
ウ
ェ
ル
と
ス
テ
イ
ガ
ー
の
結
論
に
疑

問
を
呈
す
る
。
バ
グ
ウ
ェ
ル
と
ス
テ
イ
ガ
ー
は
、
厳
格
な
国
内
補
助
金
規
律
が
、
関
税
譲
許
に
臨
む
Ｗ
Ｔ
Ｏ
加
盟
国
に
「
萎
縮
効
果
」
を

も
た
ら
す
、
と
す
る
。
し
か
し
、
コ
ペ
ン
に
よ
れ
ば
、
そ
も
そ
も
厳
格
な
規
律
に
合
意
し
て
き
た
の
は
関
税
譲
許
に
臨
む
加
盟
国
で
あ
）
71
（
る
。

　
第
四
に
、
コ
ペ
ン
は
、
Ｇ
Ａ
Ｔ
Ｔ
制
定
当
初
の
国
内
補
助
金
規
律
に
な
い
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
の
強
み
と
し
て
、
第
三
国
市
場
へ
の
輸
出
利
害

の
保
護
を
挙
げ
）
72
（
る
。
た
し
か
に
、
あ
る
国
の
第
三
国
市
場
へ
の
ア
ク
セ
ス
水
準
は
、
当
該
第
三
国
の
関
税
譲
許
を
背
景
と
し
て
お
り
、
競

合
す
る
別
の
補
助
金
交
付
国
の
関
税
譲
許
に
左
右
さ
れ
な
い
。
コ
ペ
ン
の
主
張
は
、
こ
う
し
た
非
違
反
申
立
の
限
界
を
突
く
も
の
で
あ
る
。

　
第
五
に
、
コ
ペ
ン
は
、
国
内
補
助
金
に
対
す
る
規
律
の
強
化
、
と
り
わ
け
、
国
内
補
助
金
の
悪
影
響
を
め
ぐ
る
紛
争
解
決
手
続
の
形
成

が
、
実
質
的
に
は
関
税
同
様
に
非
効
率
な
相
殺
関
税
に
代
わ
る
手
段
の
生
成
と
い
う
、
肯
定
さ
れ
る
べ
き
趣
旨
で
行
わ
れ
て
き
た
、
と
論

ず
）
73
（
る
。
こ
の
主
張
は
、
相
殺
関
税
の
濫
用
防
止
を
重
視
す
る
ハ
ウ
ズ
の
そ
れ
と
本
質
を
共
有
す
る
。

　
カ
イ
ア
ド
も
、
コ
ペ
ン
の
第
一
、
第
四
の
主
張
に
与
し
、
Ｇ
Ａ
Ｔ
Ｔ
の
非
違
反
申
立
の
不
十
分
さ
を
理
由
に
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
に
至
る
国
内

補
助
金
規
律
の
展
開
を
基
本
的
に
肯
定
す
）
74
（
る
。
他
方
で
、
カ
イ
ア
ド
は
、「
政
策
裁
量
」
確
保
の
重
要
性
に
鑑
み
、
一
定
の
研
究
開
発
補

助
金
、
地
域
開
発
補
助
金
、
環
境
補
助
金
の
他
、
Ｇ
Ａ
Ｔ
Ｔ
第
二
〇
条
（
一
般
的
例
外
）
や
同
第
二
一
条
（
安
全
保
障
の
た
め
の
例
外
）
で

正
当
化
さ
れ
る
べ
き
措
置
も
規
律
か
ら
除
外
す
る
、
新
た
な
例
外
条
項
を
提
案
す
）
75
（
る
。

2
　
東
京
ラ
ウ
ン
ド
交
渉
に
関
す
る
考
察
の
欠
如

　
バ
グ
ウ
ェ
ル
と
ス
テ
イ
ガ
ー
は
、
Ｇ
Ａ
Ｔ
Ｔ
の
当
初
の
国
内
補
助
金
規
律
へ
の
回
帰
を
求
め
る
。
し
か
し
、
他
の
論
者
が
述
べ
る
通
り
、

国
内
補
助
金
規
律
の
展
開
に
は
肯
定
的
に
評
価
す
べ
き
面
も
あ
る
。

　
ま
ず
、
前
提
と
し
て
、
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
が
広
く
国
内
補
助
金
の
競
争
歪
曲
性
に
対
処
す
る
と
し
て
も
、
そ
れ
が
即
「
政
策
裁
量
」
確
保
の
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要
請
に
反
す
る
わ
け
で
は
な
い
。
ゆ
え
に
、
関
税
譲
許
の
利
益
と
は
無
関
係
に
国
内
補
助
金
を
規
律
す
る
こ
と
が
非
難
さ
れ
る
由
は
な
い
。

同
様
に
、
第
三
国
市
場
へ
の
輸
出
利
害
も
保
護
す
る
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
の
射
程
に
も
問
題
は
み
ら
れ
な
い
。

　
各
要
件
に
も
概
念
上
の
不
備
は
見
当
た
ら
な
い
。
先
述
の
通
り
、
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
上
の
補
助
金
は
、
資
金
的
貢
献
と
利
益
か
ら
な
る
。
前

者
は
、
補
助
金
と
な
り
う
る
政
府
措
置
を
絞
り
こ
み
、
他
の
正
当
な
政
府
介
入
を
免
責
す
る
。
そ
れ
に
よ
り
、
厚
生
基
準
が
、
政
府
措
置

の
類
型
に
関
係
な
く
救
済
を
求
め
る
生
産
者
の
利
害
に
傾
く
の
を
防
）
76
（

ぐ
。
後
者
の
利
益
は
、
前
者
の
資
金
的
貢
献
が
市
場
条
件
対
比
で
生

産
者
を
優
遇
す
る
状
況
を
も
っ
て
認
定
さ
れ
）
77
（
る
。
よ
っ
て
、
利
益
要
件
は
、
政
府
介
入
の
対
市
場
効
果
や
厚
生
に
与
え
る
影
響
に
照
ら
し

て
規
制
し
又
は
規
制
し
な
い
選
択
を
す
る
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
の
機
能
を
基
礎
づ
け
る
も
の
で
あ
）
78
（

る
。
国
内
補
助
金
へ
の
同
協
定
の
適
用
に
は
さ

ら
に
特
定
性
が
必
要
だ
が
、
こ
の
要
件
は
、
一
般
的
な
補
助
金
を
規
律
か
ら
除
き
、
資
金
的
貢
献
要
件
を
後
方
支
援
す
）
79
（
る
。
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定

第
五
条
柱
書
は
、「
補
助
金
に
よ
っ
て
、
他
の
加
盟
国
」
に
悪
影
響
を
及
ぼ
す
べ
き
で
は
な
い
、
と
し
て
お
り
、
大
枠
と
し
て
効
果
要
件

は
、
競
争
歪
曲
の
原
因
が
補
助
金
で
な
け
れ
ば
認
定
さ
れ
な
）
80
（
い
。

　
こ
の
よ
う
に
、
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
に
は
、
市
場
に
対
す
る
影
響
に
鑑
み
て
補
助
金
の
害
悪
を
特
定
す
る
厚
生
基
準
が
見
い
だ
せ
）
81
（

る
。
し
か
し
、

前
節
で
も
指
摘
し
た
通
り
、
現
在
の
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
は
、
国
内
補
助
金
の
両
面
的
性
質
を
評
価
で
き
な
い
。
す
な
わ
ち
、
そ
の
厚
生
基
準
は
、

重
要
な
政
策
目
的
の
た
め
の
国
内
補
助
金
が
厚
生
に
及
ぼ
す
影
響
を
積
極
的
に
見
い
だ
せ
な
い
。
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
先
述
の
通
り
、
昨

今
、
一
層
国
内
補
助
金
規
律
を
強
化
し
よ
う
と
い
う
動
き
が
み
ら
れ
る
。

　
な
ぜ
、
諸
国
は
こ
の
よ
う
に
、
一
見
あ
る
べ
き
方
向
性
を
も
っ
て
国
内
補
助
金
規
律
を
発
展
さ
せ
て
き
た
の
に
、
国
内
補
助
金
に
頼
る

自
身
の
「
政
策
裁
量
」
を
ま
す
ま
す
狭
め
よ
う
と
す
る
の
か
。

　
先
行
研
究
は
、
制
定
当
初
の
Ｇ
Ａ
Ｔ
Ｔ
と
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
の
対
比
に
終
始
し
て
き
）
82
（
た
。
よ
っ
て
、
国
内
補
助
金
規
律
の
展
開
の
起
源
で
あ

る
東
京
ラ
ウ
ン
ド
交
渉
を
考
察
し
、
そ
こ
に
作
用
し
た
力
学
を
特
定
で
き
て
い
な
い
。
実
際
、
コ
ペ
ン
は
、（
同
交
渉
以
降
の
）
第
三
国
市

場
へ
の
輸
出
利
害
の
保
護
を
最
重
要
の
進
歩
と
捉
え
な
が
ら
、
そ
の
進
歩
の
背
景
が
説
明
さ
れ
ず
に
き
た
点
に
留
意
す
）
83
（
る
。
歴
史
分
析
の
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不
十
分
さ
ゆ
え
、
規
律
の
展
開
に
潜
む
課
題
の
淵
源
が
解
明
さ
れ
な
い
ま
ま
今
に
至
っ
て
い
る
。

　
国
内
補
助
金
規
律
の
発
展
を
基
本
的
に
肯
定
す
る
に
し
て
も
、
そ
の
起
源
の
東
京
ラ
ウ
ン
ド
交
渉
妥
結
に
働
い
た
作
用
を
明
ら
か
に
し
、

先
述
の
疑
問
に
答
え
て
い
く
こ
と
が
重
要
で
あ
る
。
こ
の
考
察
を
経
て
こ
そ
、
国
内
補
助
金
規
律
の
展
開
を
あ
る
べ
き
形
に
近
づ
け
る
議

論
が
で
き
る
よ
う
に
な
る
。

　
そ
こ
で
注
目
す
べ
き
は
、
貿
易
交
渉
と
国
際
通
商
法
形
成
に
関
す
る
歴
史
的
理
解
で
あ
る
。
次
章
を
先
取
り
す
る
に
、
従
来
の
貿
易
交

渉
と
国
際
通
商
法
形
成
は
、
諸
国
の
消
費
者
厚
生
や
経
済
効
率
の
追
求
で
は
な
く
、「
生
産
者
の
利
益
」
の
確
保
と
い
う
要
請
に
導
か
れ

て
き
）
84
（

た
。
ま
た
、
そ
の
帰
結
と
し
て
の
、
産
業
界
に
貿
易
自
由
化
の
恩
恵
を
与
え
続
け
る
た
め
に
諸
国
が
国
際
通
商
法
を
刷
新
し
続
け
る
、

と
い
う
宿
命
、
す
な
わ
ち
「
自
転
車
理
論
（bicycle the

）
85
（ory

）」
も
無
視
で
き
な
い
。

　
ル
ビ
ニ
が
推
論
す
る
通
り
、「
生
産
者
の
利
益
」
を
偏
重
す
る
厚
生
基
準
は
、
国
家
の
「
政
策
裁
量
」
確
保
に
支
障
を
来
）
86
（
す
。
部
分
領

域
の
国
内
補
助
金
規
律
も
歴
史
上
、
大
枠
の
国
際
通
商
法
同
様
に
「
生
産
者
の
利
益
」
の
作
用
を
免
れ
な
か
っ
た
。
と
も
す
れ
ば
、
同
規

律
の
展
開
は
、「
政
策
裁
量
」
確
保
を
難
航
さ
せ
る
作
用
と
隣
り
合
わ
せ
だ
っ
た
、
と
い
う
こ
と
に
な
る
。

　
ま
た
、
ハ
ウ
ズ
が
別
の
文
脈
で
警
鐘
を
鳴
ら
す
よ
う
に
、
自
転
車
理
論
の
下
、
多
角
的
貿
易
体
制
は
、
国
家
の
国
内
政
策
の
余
地
を
浸

食
し
続
け
る
た
め
、
国
家
主
権
と
の
あ
る
べ
き
均
衡
を
実
現
で
き
な
）
87
（

い
。
国
内
補
助
金
規
律
の
展
開
に
「
生
産
者
の
利
益
」
が
作
用
し
、

そ
の
帰
結
の
「
自
転
車
理
論
」
も
当
て
は
ま
れ
ば
、「
政
策
裁
量
」
確
保
は
困
難
を
極
め
る
、
と
懸
念
さ
れ
よ
う
。

　
た
だ
し
、
こ
の
結
論
を
得
る
に
は
、
そ
も
そ
も
国
内
補
助
金
規
律
の
展
開
の
起
源
に
作
用
し
た
力
学
に
迫
る
必
要
が
あ
る
。
そ
こ
で
次

章
で
は
、
貿
易
交
渉
と
国
際
通
商
法
に
作
用
し
て
き
た
力
学
を
具
体
的
に
述
べ
た
上
で
、
そ
れ
が
東
京
ラ
ウ
ン
ド
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
の
成
立
に

も
働
い
て
い
た
こ
と
を
論
ず
る
。
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四
　
考
　
察

㈠
　
従
来
の
貿
易
交
渉
と
国
際
通
商
法
形
成

　
経
済
学
者
の
リ
カ
ー
ド
ウ
は
、
貿
易
の
利
点
を
次
の
よ
う
に
説
明
す
る
。
す
な
わ
ち
、
二
国
間
関
係
を
念
頭
に
、
一
方
の
国
が
相
対
的

に
生
産
費
の
低
い
産
業
に
特
化
し
、
他
方
の
国
も
同
様
の
対
応
を
し
て
物
品
を
融
通
し
あ
え
ば
、
ど
ち
ら
の
国
の
消
費
者
も
安
価
な
輸
入

品
の
恩
恵
に
与
る
、
と
論
ず
）
88
（

る
。
リ
カ
ー
ド
ウ
は
、
同
一
産
業
を
国
際
的
に
み
て
生
産
費
の
絶
対
的
低
さ
（
絶
対
優
位
）
を
見
い
だ
す
の

で
は
な
く
、
同
一
国
内
の
他
の
産
業
と
の
対
比
も
ふ
ま
え
て
生
産
費
の
相
対
的
低
さ
（
比
較
優
位
）
を
見
い
だ
す
。
こ
れ
に
よ
り
、
絶
対

優
位
の
産
業
を
も
た
な
い
国
も
貿
易
自
由
化
の
輪
の
中
で
特
化
で
き
る
産
業
を
も
ち
、
同
時
に
消
費
者
の
利
益
を
追
求
で
き
る
、
と
い
う

利
点
を
示
し
て
い
）
89
（
る
。

　
当
該
理
論
は
、
し
ば
し
ば
貿
易
自
由
化
の
支
柱
と
形
容
さ
れ
る
。
し
か
し
、
も
し
こ
れ
が
妥
当
す
る
な
ら
ば
、
国
家
は
自
発
的
に
貿
易

を
自
由
化
す
る
は
ず
で
あ
る
。
Ｇ
Ａ
Ｔ
Ｔ
や
そ
の
後
継
の
Ｗ
Ｔ
Ｏ
は
不
要
だ
っ
た
は
ず
で
あ
る
。
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
現
実
の
貿
易
自
由

化
は
国
家
間
の
合
意
を
要
し
た
。
そ
れ
を
ふ
ま
え
れ
ば
、
貿
易
自
由
化
の
支
柱
は
別
に
あ
っ
た
と
考
え
ざ
る
を
え
な
い
。

　
こ
の
点
、
レ
ス
ラ
ー
は
、
次
の
説
明
に
よ
り
、「
相
互
主
義
（recipro

）
90
（

city

）」
を
現
実
の
貿
易
自
由
化
の
支
柱
に
位
置
づ
け
る
。

　
経
済
学
の
理
論
で
焦
点
が
当
て
ら
れ
る
消
費
者
は
、
貿
易
自
由
化
に
伴
う
安
価
な
物
品
の
流
入
で
恩
恵
を
受
け
る
。
し
か
し
、
彼
ら
の

得
る
恩
恵
は
多
様
な
支
出
先
に
広
が
る
。
広
範
な
分
野
の
貿
易
自
由
化
を
政
治
的
に
働
き
か
け
る
そ
の
情
報
収
集
コ
ス
ト
は
高
い
。
こ
れ

に
対
し
、
自
由
化
に
伴
い
輸
入
競
争
圧
力
に
晒
さ
れ
る
国
内
産
業
は
、
収
入
源
に
関
わ
る
特
定
分
野
の
市
場
開
放
を
妨
げ
る
べ
く
政
治
的

に
画
策
す
れ
ば
よ
く
、
そ
の
情
報
収
集
コ
ス
ト
は
消
費
者
ほ
ど
高
く
な
い
。
す
る
と
、
相
対
的
に
政
治
的
に
働
き
か
け
や
す
い
国
内
産
業

の
反
発
ゆ
え
、
自
発
的
な
貿
易
自
由
化
は
行
き
詰
ま
っ
て
し
ま
う
。
そ
こ
で
、
国
家
は
、
外
国
と
の
合
意
に
頼
り
、
か
つ
、
輸
入
競
争
産
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業
の
反
対
に
抗
す
る
勢
力
を
生
ん
で
事
態
の
打
開
を
図
る
。
す
な
わ
ち
、
国
家
は
、
外
国
市
場
の
開
放
に
関
す
る
合
意
で
輸
出
産
業
に
恩

恵
を
与
え
る
こ
と
を
標
榜
し
て
自
由
化
賛
成
勢
力
を
生
み
、
国
内
の
賛
同
を
得
や
す
く
す
る
。
も
ち
ろ
ん
、
こ
う
し
た
市
場
開
放
は
相
手

あ
っ
て
の
こ
と
で
あ
り
、
開
放
度
合
い
が
互
い
に
同
じ
程
度
で
な
け
れ
ば
成
立
し
な
い
。
レ
ス
ラ
ー
は
、
以
上
の
よ
う
に
国
内
政
治
過
程

に
着
目
し
て
、
等
価
値
の
約
束
を
交
わ
し
て
相
互
に
均
衡
を
保
つ
、
と
い
う
趣
旨
の
「
相
互
主
義
」
を
貿
易
自
由
化
の
現
実
の
支
柱
と
し

て
位
置
づ
け
）
91
（

る
。

　
Ｇ
Ａ
Ｔ
Ｔ
及
び
「
世
界
貿
易
機
関
を
設
立
す
る
マ
ラ
ケ
シ
ュ
協
定
」
の
前
文
は
、「
相
互
的
か
つ
互
恵
的
な
取
極
」
の
締
結
を
謳
う
。

こ
の
こ
と
も
、
多
角
的
貿
易
体
制
下
で
の
相
互
主
義
の
基
底
性
を
示
す
。

　
以
上
の
説
明
の
論
理
的
帰
結
は
、
Ｇ
Ａ
Ｔ
Ｔ
の
歴
史
と
も
整
合
す
る
。
相
互
主
義
的
な
貿
易
交
渉
の
妥
結
後
、
好
景
気
が
続
け
ば
よ
い

が
、
景
気
循
）
92
（
環
は
そ
れ
を
許
さ
ず
、
不
況
の
波
が
訪
れ
る
。
こ
の
と
き
、
輸
入
競
争
産
業
か
ら
の
保
護
主
義
圧
力
の
増
加
は
不
可
避
で
あ

る
。
そ
こ
で
、
国
家
は
再
び
、
輸
出
産
業
に
利
益
を
与
え
る
必
要
に
迫
ら
れ
る
。
こ
の
宿
命
は
、
運
転
者
が
車
輪
を
回
し
続
け
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
自
転
車
の
よ
う
で
あ
る
と
し
て
、「
自
転
車
理
論
」
と
呼
ば
れ
）
93
（

る
。
Ｇ
Ａ
Ｔ
Ｔ
の
下
で
は
、
既
述
の
ケ
ネ
デ
ィ
、
東
京
、
ウ
ル

グ
ア
イ
の
各
ラ
ウ
ン
ド
を
含
む
八
回
の
交
渉
が
行
わ
れ
た
。
自
転
車
理
論
と
整
合
的
な
そ
う
し
た
事
実
も
、
相
互
主
義
が
貿
易
自
由
化
に

働
き
か
け
て
き
た
証
で
あ
る
。

　
貿
易
自
由
化
の
現
実
の
支
柱
が
相
互
主
義
と
な
れ
ば
、
国
家
は
、
消
費
者
の
利
益
よ
り
「
生
産
者
の
利
益
」
に
関
心
を
向
け
る
よ
う
に

な
）
94
（

る
。
よ
り
細
か
い
次
元
で
い
え
ば
、
国
家
は
、
輸
出
産
業
の
利
益
と
輸
入
競
争
産
業
の
利
益
に
配
慮
す
る
こ
と
に
な
る
。

　
前
者
は
、
関
税
、
非
関
税
の
も
の
か
を
問
わ
ず
、
外
国
の
貿
易
障
壁
が
撤
廃
さ
れ
る
こ
と
、
す
な
わ
ち
、
貿
易
自
由
化
で
充
た
さ
れ
る
。

後
者
は
、
関
税
・
非
関
税
障
壁
の
維
持
や
、
国
家
が
一
方
的
に
発
動
で
き
る
救
済
措
置
の
制
度
化
、
そ
の
柔
軟
性
確
保
で
保
護
さ
れ
る
。

物
品
貿
易
に
関
し
て
Ｇ
Ａ
Ｔ
Ｔ
は
、
譲
許
税
率
超
の
関
税
を
禁
止
す
る
と
と
も
に
（
Ｇ
Ａ
Ｔ
Ｔ
第
二
条
）、
非
関
税
障
壁
の
国
内
規
制
（
同

第
三
条
）、
数
量
制
限
（
同
第
一
一
条
）
を
も
違
反
措
置
と
し
て
括
り
出
す
。
一
方
で
歴
史
上
、
関
税
引
き
下
げ
は
漸
次
的
だ
っ
た
。
ま
た
、
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Ｇ
Ａ
Ｔ
Ｔ
は
、
一
般
的
例
外
を
第
二
〇
条
に
定
め
る
な
）
95
（
ど
、
義
務
を
免
れ
る
こ
と
の
で
き
る
状
況
を
規
定
し
た
り
、
一
定
の
条
件
下
で
一

方
的
に
課
せ
る
特
殊
関
税
（
相
殺
関
税
や
Ａ
Ｄ
税
）
を
認
め
た
り
し
て
き
）
96
（

た
。
国
際
通
商
法
の
構
造
に
も
、
輸
出
産
業
、
輸
入
競
争
産
業

の
各
利
益
が
と
も
に
反
映
さ
れ
て
い
る
の
で
あ
）
97
（
る
。

　
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
国
内
補
助
金
規
律
を
め
ぐ
る
東
京
ラ
ウ
ン
ド
交
渉
に
対
す
る
従
来
の
評
価
は
、
以
上
の
総
論
的
理
解
を
ふ
ま
え
た

も
の
で
は
な
か
っ
た
。㈡

　
東
京
ラ
ウ
ン
ド
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
の
成
立
に
働
い
て
い
た
作
用

1
　
従
来
の
評
価

　
従
来
の
有
力
な
学
説
は
、
ま
ず
、
東
京
ラ
ウ
ン
ド
交
渉
で
の
利
害
対
立
に
着
目
す
る
。
米
国
は
、
補
助
金
を
そ
も
そ
も
貿
易
歪
曲
的
と

捉
え
、
そ
の
交
付
に
対
す
る
規
律
強
化
を
主
張
す
る
と
と
も
に
、
当
該
規
律
強
化
が
な
け
れ
ば
、
相
殺
関
税
規
律
の
強
化
は
受
け
入
れ
ら

れ
な
い
、
と
い
う
立
場
を
と
る
。
そ
の
他
締
約
国
は
、
一
方
で
は
相
殺
関
税
規
律
の
強
化
を
主
張
し
て
、
他
方
で
は
Ｇ
Ａ
Ｔ
Ｔ
の
補
助
金

交
付
に
対
す
る
規
律
は
そ
の
ま
ま
で
よ
い
、
と
す
る
見
解
に
立
つ
。
以
上
を
ふ
ま
え
学
説
は
、
米
国
を
、
補
助
金
が
経
済
効
率
を
損
な
う

と
主
張
す
る 

“Anti-D
istortion School

” 

に
位
置
づ
け
る
。
ま
た
、
そ
の
他
締
約
国
を
、
経
済
効
率
を
損
な
う
の
は
相
殺
関
税
の
方
で

あ
り
、
補
助
金
は
損
害
を
も
た
ら
す
場
合
に
の
み
規
律
す
れ
ば
よ
い
、
と
主
張
す
る 

“Injury-O
nly School

” 

に
位
置
づ
け
る
。
そ
し
て
、

学
説
は
、
両
者
の
妥
協
で
東
京
ラ
ウ
ン
ド
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
が
成
立
し
た
、
と
整
理
す
）
98
（
る
。

　
た
し
か
に
、
東
京
ラ
ウ
ン
ド
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
は
妥
協
の
産
物
か
も
し
れ
な
い
。
し
か
し
、
前
節
で
み
た
通
り
、
そ
も
そ
も
貿
易
交
渉
に
臨

む
国
々
は
、
必
ず
し
も
経
済
効
率
の
追
求
の
た
め
に
動
い
て
き
た
わ
け
で
は
な
い
。
こ
れ
を
ふ
ま
え
る
と
、
先
験
的
に
は
、
米
国
と
そ
の

他
締
約
国
は
、
相
反
す
る
視
点
で
経
済
効
率
を
追
求
す
る
立
場
で
は
な
く
、
む
し
ろ
、
視
点
こ
そ
異
な
れ
ど
も
、
ど
ち
ら
も
「
生
産
者
の

利
益
」
を
確
保
し
よ
う
と
す
る
立
場
だ
っ
た
、
と
整
理
で
き
）
99
（

る
。
そ
し
て
、
妥
協
（
合
意
）
を
促
し
た
歩
み
寄
り
が
、
両
者
に
よ
る
「
生
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産
者
の
利
益
」
の
追
求
の
産
物
と
評
価
で
き
る
の
で
あ
れ
ば
、
妥
協
そ
の
も
の
に
「
生
産
者
の
利
益
」
が
作
用
し
て
い
た
、
と
考
え
ら
れ

る
よ
う
に
な
る
。

2
　
再
　
考

　
ま
ず
、
前
節
の
総
論
的
理
解
に
も
と
づ
き
、
生
産
者
の
利
益
が
国
内
補
助
金
規
律
の
形
成
、
強
化
に
も
働
き
か
け
る
、
と
仮
定
す
る
。

そ
う
す
る
と
、
輸
出
産
業
の
利
益
、
輸
入
競
争
産
業
の
利
益
に
つ
な
が
る
国
内
補
助
金
規
律
関
連
の
主
張
は
、
次
の
通
り
整
理
で
き
る
。

す
な
わ
ち
、
輸
出
産
業
の
利
益
と
な
る
主
張
は
、
①
輸
出
先
で
の
補
助
金
の
悪
影
響
を
排
除
す
る
た
め
の
紛
争
解
決
手
続
の
整
備
、
②
非

関
税
障
壁
と
な
る
相
殺
関
税
に
対
す
る
規
律
強
化
、
の
二
つ
が
想
定
さ
れ
る
。
ま
た
、
輸
入
競
争
産
業
の
利
益
と
な
る
主
張
は
、
③
相
殺

関
税
や
紛
争
解
決
手
続
を
経
た
上
で
の
対
抗
措
置
の
発
動
に
お
け
る
裁
量
維
持
、
④
関
税
に
代
わ
る
国
内
産
業
保
護
の
手
段
と
し
て
の
補

助
金
に
関
す
る
裁
量
確
保
、
の
二
つ
が
考
え
ら
れ
る
。
な
お
、
①
と
②
、
③
と
④
は
、
そ
れ
ぞ
れ
相
互
排
他
的
で
は
な
く
、
後
述
の
通
り
、

充
た
す
べ
き
生
産
者
の
利
益
次
第
で
重
複
す
る
こ
と
も
あ
り
え
る
。

　
次
に
、
こ
の
整
理
を
前
提
に
、
米
国
と
そ
の
他
締
約
国
の
基
本
的
立
場
を
位
置
づ
け
て
み
る
。
す
る
と
、
前
者
は
、
補
助
金
の
正
当
性

を
軽
視
す
る
視
点
か
ら
、
①
で
輸
出
産
業
の
利
益
を
、
③
で
輸
入
競
争
産
業
の
利
益
を
守
ろ
う
と
す
る
立
場
、
後
者
は
、
補
助
金
の
正
当

性
を
重
視
す
る
見
地
か
ら
、
②
で
輸
出
産
業
の
利
益
を
、
④
で
輸
入
競
争
産
業
の
利
益
を
守
ろ
う
と
す
る
立
場
だ
っ
た
、
と
判
明
す
）
100
（
る
。

つ
ま
り
、
補
助
金
に
対
す
る
見
方
の
ズ
レ
ゆ
え
に
立
場
こ
そ
違
え
て
い
た
も
の
）
101
（

の
、
両
者
は
、
ど
ち
ら
も
「
生
産
者
の
利
益
」
を
確
保
す

る
利
害
に
も
と
づ
き
交
渉
に
臨
ん
で
い
た
、
と
評
価
で
き
る
の
で
あ
る
。

　
さ
ら
に
、
こ
れ
に
よ
り
、
基
本
的
立
場
の
違
い
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
歩
み
寄
り
が
み
ら
れ
た
点
も
説
明
で
き
る
よ
う
に
な
る
。

　
第
一
に
、
補
助
金
軽
視
の
立
場
で
も
、
巨
額
投
資
の
必
要
性
と
リ
ス
ク
の
高
さ
ゆ
え
に
民
間
投
資
を
見
込
み
が
た
い
航
空
な
ど
の
先
端

分
）
102
（
野
に
は
、
研
究
開
発
補
助
金
を
支
出
せ
ざ
る
を
え
な
）
103
（
い
。
そ
う
し
た
分
野
の
自
国
産
業
の
利
益
保
護
と
い
う
観
点
で
は
、
国
内
補
助
金
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交
付
の
過
度
な
制
約
は
自
縄
自
縛
と
な
る
。
米
国
が
、
社
会
・
経
済
政
策
上
の
国
内
補
助
金
の
重
要
性
を
理
解
し
た
背
景
に
は
、
そ
の
研

究
開
発
補
助
金
の
維
持
と
い
う
思
惑
が
働
い
て
い
）
104
（

た
。
こ
の
歩
み
寄
り
は
、
先
端
分
野
の
「
生
産
者
の
利
益
」
を
意
識
し
て
の
こ
と
と
考

え
れ
ば
合
点
が
い
く
。

　
第
二
に
、
補
助
金
を
重
視
す
る
立
場
で
も
、
自
国
の
輸
出
産
業
の
利
益
の
た
め
に
、
第
三
国
市
場
へ
の
輸
出
競
争
を
歪
め
る
他
国
の
補

助
金
を
め
ぐ
っ
て
申
立
を
す
る
必
要
が
あ
る
。
も
ち
ろ
ん
、
補
助
金
合
戦
に
応
じ
る
の
も
手
だ
が
、
財
源
上
の
制
約
ゆ
え
現
実
的
で
な
い

こ
と
も
あ
）
105
（
る
。
結
局
、
米
国
以
外
の
締
約
国
は
、
第
三
国
市
場
へ
の
輸
出
利
害
保
護
の
観
点
か
ら
国
内
補
助
金
に
対
す
る
規
律
の
強
化
に

同
意
し
た
が
、
そ
の
歩
み
寄
り
も
、「
生
産
者
の
利
益
」
の
作
用
か
ら
説
明
が
つ
く
。

　
た
だ
し
、
こ
の
作
用
と
の
関
係
で
は
一
見
説
明
で
き
な
い
歩
み
寄
り
も
あ
る
。
ま
ず
、
米
国
以
外
の
締
約
国
が
紛
争
解
決
手
続
の
明
確

化
に
同
意
し
た
の
は
、
輸
出
補
助
金
に
対
す
る
一
方
的
な
対
抗
措
置
の
制
度
化
を
抑
え
る
た
め
だ
っ
た
。
こ
れ
は
政
治
的
妥
協
に
す
ぎ
な

い
、
と
も
主
張
さ
れ
よ
う
。
し
か
し
、
輸
出
補
助
金
の
認
定
だ
け
で
対
抗
措
置
が
一
方
的
に
発
動
さ
れ
て
し
ま
え
ば
、
ど
ん
な
場
合
の
発

動
に
も
損
害
要
件
充
足
を
求
め
る
新
た
な
相
殺
関
税
規
律
は
骨
抜
き
と
な
る
。
米
国
以
外
の
国
々
は
、
こ
れ
を
避
け
る
べ
く
妥
協
し
）
106
（

た
。

で
あ
る
な
ら
ば
、
そ
こ
に
は
、
相
殺
関
税
規
律
の
強
化
に
よ
っ
て
輸
出
産
業
の
利
益
を
守
る
、
と
い
う
思
惑
が
働
い
て
い
た
、
と
考
え
る

べ
き
で
あ
る
。

　
次
に
、
米
国
が
相
殺
関
税
規
律
の
強
化
を
受
け
入
れ
た
背
景
に
は
、
相
殺
関
税
の
高
い
利
用
頻
度
に
よ
っ
て
懸
念
さ
れ
る
政
治
摩
擦
へ

の
配
慮
、
行
政
負
担
の
軽
減
へ
の
問
題
意
識
が
あ
っ
）
107
（

た
。
こ
の
歩
み
寄
り
に
、
生
産
者
の
利
益
以
外
の
要
因
が
働
い
て
い
た
点
は
否
め
な

い
。
し
か
し
、
当
初
、
相
殺
関
税
規
律
の
強
化
は
受
容
で
き
な
い
、
と
し
て
い
た
米
国
が
譲
歩
で
き
た
要
因
と
し
て
は
、
国
内
補
助
金
に

対
す
る
規
律
強
化
に
関
す
る
そ
の
他
締
約
国
の
支
持
が
あ
っ
）
108
（
た
。
ま
た
、
米
国
は
、
自
国
相
殺
関
税
法
で
損
害
要
件
を
規
定
す
れ
ば
、
よ

り
積
極
的
に
国
内
産
業
を
救
済
で
き
る
よ
う
に
な
る
、
と
い
う
譲
歩
の
実
益
も
認
識
し
て
い
）
109
（

た
。
以
上
は
、
損
害
要
件
を
受
容
し
た
米
国

の
歩
み
寄
り
に
も
、
根
の
部
分
で
は
「
生
産
者
の
利
益
」
が
作
用
し
て
い
た
と
評
価
で
き
る
所
以
で
あ
る
。
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五
　
お
わ
り
に

　
一
連
の
議
論
に
よ
り
、
国
内
補
助
金
に
対
す
る
規
律
強
化
を
図
っ
た
米
国
と
、
も
う
一
方
の
相
殺
関
税
規
律
の
強
化
を
試
み
た
そ
の
他

Ｇ
Ａ
Ｔ
Ｔ
締
約
国
が
歩
み
寄
り
、
国
内
補
助
金
と
相
殺
関
税
を
め
ぐ
る
東
京
ラ
ウ
ン
ド
交
渉
が
妥
結
に
至
っ
た
背
景
が
明
ら
か
に
な
っ
た
。

す
な
わ
ち
、
両
者
は
補
助
金
に
対
す
る
見
方
こ
そ
違
え
て
い
た
が
、
と
も
に
「
生
産
者
の
利
益
」
を
追
求
す
る
立
場
で
あ
り
、
そ
の
作
用

こ
そ
が
共
通
の
利
害
を
生
み
、
国
内
補
助
金
規
律
を
前
進
さ
せ
た
の
だ
っ
た
。

　
現
行
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
の
趣
旨
目
的
は
、「
補
助
金
の
利
用
に
関
す
る
規
律
の
増
進
を
探
る
加
盟
国
と
、
相
殺
措
置
の
発
動
に
関
す
る
規
律

の
増
進
を
探
る
加
盟
国
の
間
に
繊
細
な
バ
ラ
ン
ス
を
反
映
す
る
」
こ
と
に
あ
）
110
（
り
、
こ
こ
で
も
二
つ
の
相
克
す
る
利
害
の
調
整
が
命
題
と

な
っ
て
い
る
。
さ
ら
に
、
第
三
章
㈠
で
論
じ
た
よ
う
に
、
同
協
定
は
、
東
京
ラ
ウ
ン
ド
交
渉
で
結
実
し
た
国
内
補
助
金
規
律
の
発
展
路
線

を
引
き
継
ぐ
。
以
上
か
ら
、
国
内
補
助
金
規
律
の
展
開
に
は
、
一
貫
し
て
「
生
産
者
の
利
益
」
が
作
用
し
て
き
た
、
と
い
う
結
論
に
至
る
。

　
無
論
、
本
稿
が
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
の
成
立
経
緯
を
詳
論
し
て
い
な
い
以
上
、
右
の
見
方
は
暫
定
的
な
も
の
に
す
ぎ
な
い
。
そ
れ
で
も
、
国
際

通
商
法
に
お
け
る
国
内
補
助
金
規
律
の
展
開
に
は
、
以
下
の
課
題
が
あ
る
と
指
摘
せ
ざ
る
を
え
な
い
。

　
第
一
に
、
国
内
補
助
金
規
律
の
展
開
は
、
あ
る
国
の
市
場
介
入
の
影
響
を
受
け
る
別
の
国
の
「
生
産
者
の
利
益
」
と
の
緊
張
関
係
を
免

れ
な
い
。
特
に
、
程
度
の
差
は
あ
れ
市
場
経
済
が
世
界
的
に
浸
透
す
る
中
で
は
、
こ
の
緊
張
が
増
し
、
国
内
補
助
金
規
律
は
補
助
金
軽
視

の
方
向
に
傾
き
や
す
く
な
る
。
実
際
、
東
京
ラ
ウ
ン
ド
交
渉
で
前
者
の
代
表
格
だ
っ
た
日
欧
は
、
米
国
に
与
し
て
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
の
改
革
、

そ
れ
も
、
も
っ
ぱ
ら
国
内
補
助
金
に
対
す
る
規
律
の
強
化
、
相
殺
関
税
規
律
の
緩
和
を
主
張
し
て
い
）
111
（
る
。
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
は
、
補
助
金
軽
視

の
観
点
で
「
生
産
者
の
利
益
」
を
保
護
す
る
傾
向
を
強
め
て
い
る
）
112
（

が
、
昨
今
の
改
革
案
は
そ
れ
を
顕
著
に
し
か
ね
な
い
。

　
第
二
に
、
国
内
補
助
金
規
律
の
展
開
は
、
国
内
政
策
の
た
め
に
市
場
介
入
せ
ざ
る
を
え
な
い
政
府
の
「
政
策
裁
量
」
を
狭
め
続
け
る
お
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そ
れ
が
あ
る
。
こ
の
課
題
は
、
第
四
章
㈠
で
論
じ
た
「
自
転
車
理
論
」
と
関
係
す
る
。
す
な
わ
ち
、
同
理
論
に
も
と
づ
け
ば
、
諸
国
は
産

業
界
の
利
害
を
充
た
す
べ
く
、
国
内
補
助
金
規
律
を
刷
新
し
続
け
る
必
要
が
あ
る
。
ゆ
え
に
、「
政
策
裁
量
」
縮
小
は
避
け
が
た
い
。
先

述
の
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
の
改
革
案
も
、
こ
の
宿
命
か
ら
国
内
補
助
金
規
律
が
逃
れ
が
た
い
証
左
と
解
せ
る
。

　
大
枠
の
国
際
通
商
法
の
形
成
も
、
自
転
車
理
論
ゆ
え
に
国
家
主
権
と
多
角
的
貿
易
体
制
の
あ
る
べ
き
均
衡
点
に
到
達
で
き
な
い
、
と
懸

念
さ
れ
）
113
（

る
。
し
か
し
、
同
時
に
模
索
さ
れ
る
の
は
、「
生
産
者
の
利
益
」
に
固
執
し
な
い
ル
ー
ル
形
成
で
あ
る
。
具
体
的
に
は
、
環
境
汚

染
や
格
差
拡
大
な
ど
の
市
場
原
理
の
弊
害
を
受
け
て
多
様
化
し
て
き
た
自
由
化
反
対
勢
力
に
鑑
み
、
国
内
産
業
を
保
護
す
る
救
済
措
置
以

外
の
国
家
の
「
政
策
裁
量
」
も
充
実
さ
せ
る
、
と
い
う
方
向
性
で
あ
）
114
（

る
。

　
国
内
補
助
金
規
律
の
展
開
も
、
国
際
通
商
法
形
成
と
同
様
の
課
題
を
抱
え
る
の
な
ら
ば
、
そ
の
克
服
の
た
め
に
、「
生
産
者
の
利
益
」

に
執
着
し
た
法
形
成
か
ら
の
脱
却
を
求
め
ら
れ
る
。

　
こ
こ
で
注
目
す
べ
き
は
、
近
年
の
、
Ｇ
Ａ
Ｔ
Ｔ
第
二
四
条
で
認
め
ら
れ
る
一
部
国
々
で
の
取
極
、
特
に
、
欧
州
連
合
の
自
由
貿
易
協
定

に
お
け
る
試
み
で
あ
る
。
た
と
え
ば
、「
経
済
上
の
連
携
に
関
す
る
日
本
国
と
欧
州
連
合
と
の
間
の
協
定
」
は
、「
自
然
災
害
そ
の
他
の
例

外
的
な
事
態
に
よ
っ
て
生
ず
る
損
害
を
補
償
す
る
た
め
に
交
付
さ
れ
る
補
助
金
」（
第
一
二
．
三
条
３
）、
及
び
、
Ｇ
Ａ
Ｔ
Ｔ
第
二
〇
条
記

載
の
目
的
を
も
つ
補
助
金
を
規
律
か
ら
除
外
す
る
（
第
一
二
．
九
）
115
（

条
）。
こ
れ
は
、
生
産
者
の
利
益
に
固
執
し
な
い
「
厚
生
基
準
」
の
生
成

を
促
す
、
と
し
て
評
価
す
べ
き
で
あ
）
116
（
る
。

　
現
状
、
日
米
欧
の
三
極
貿
易
大
臣
の
共
同
声
明
は
、
右
の
取
極
を
反
映
し
な
い
。
国
内
補
助
金
規
律
の
展
開
に
潜
む
課
題
の
克
服
に
は
、

日
欧
の
試
み
に
沿
う
取
極
を
広
げ
る
努
力
が
欠
か
せ
な
い
。
こ
う
し
た
認
識
に
立
ち
、
今
後
も
国
内
補
助
金
規
律
の
展
開
を
注
視
し
て
い

き
た
い
。

（
1
）  

Ｇ
Ａ
Ｔ
Ｔ
第
一
六
条
Ｂ
は
、
輸
出
補
助
金
を
原
則
禁
止
し
た
。
国
産
品
の
優
先
使
用
を
条
件
に
交
付
さ
れ
る
補
助
金
を
禁
じ
た
Ｇ
Ａ
Ｔ
Ｔ
の
事
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例
は
、see, Panel Report, Italian D

iscrim
ination A

gainst Im
ported A

gricultural M
achinery, L/833 （O

ct. 23, 1958

）, G
ATT B. I. 

S. D. （7
th Supp.

）, at 60 （1959

）.
（
2
）  

相
殺
可
能
補
助
金
（actionable subsidies

）
と
も
呼
ば
れ
る
が
、
本
稿
で
は
、
国
内
補
助
金
と
い
う
用
語
を
念
頭
に
行
わ
れ
る
議
論
の
存
在

（
第
三
章
㈡
を
参
照
）
に
鑑
み
、
国
内
補
助
金
と
称
す
。

（
3
）  
公
定
訳
通
り
、
Ｇ
Ａ
Ｔ
Ｔ
の
当
事
国
を
「
締
約
国
」、
Ｗ
Ｔ
Ｏ
の
当
事
国
を
「
加
盟
国
」
と
称
す
。

（
4
）  
相
殺
措
置
と
も
呼
ば
れ
る
が
、
本
稿
で
は
、
固
有
名
詞
に
言
及
す
る
場
合
以
外
は
相
殺
関
税
と
称
す
。

（
5
）  L

u
ca R

u
bin

i, T
h

e D
efin

itio
n o

f S
u

bsidy an
d S

tate A
id: W

TO
 an

d EC L
aw in C

o
m

parativ
e P

erspectiv
e 68 -69 （2009

）; Jo
sé G. 

M
. C

a
ia

d
o, C

o
m

m
itm

en
ts a

n
d F

lex
ibilities in th

e W
TO

 A
gr


eem

en
t o

n S
u

bsid
ies a

n
d C

o
u

n
ter

va
ilin

g M
ea

su
r

es: A
n 

E
co

n
o

m
ically In

fo
rm

ed A
n

alysis 115 -17, 139 -40 （2019

）.

（
6
）  

「
政
策
空
間
」
と
も
訳
さ
れ
る
が
、
本
稿
で
は
次
の
文
献
に
な
ら
い
「
政
策
裁
量
」
と
称
す
。
川
瀬
剛
志
「
世
界
金
融
危
機
下
の
国
家
援
助
と

Ｗ
Ｔ
Ｏ
補
助
金
規
律
」RIETI D

iscussion Paper Series 11 -J -065 

（
二
〇
一
一
年
） 

一
六
頁
、
村
上
悠
平
「
補
助
金
及
び
相
殺
措
置
に
関
す

る
協
定
の
下
で
の
政
策
裁
量
の
余
地
」
一
橋
法
学
第
一
四
巻
一
号
（
二
〇
一
五
年
）
三
一
〇
頁
。

（
7
）  R

u
bin

i, supra note 5, at 59; C
aiad

o, supra note 5, at 155; D
o

m
in

ic C
o

ppen
s, W

TO
 D

isciplin
es o

n S
u

bsid
ies an

d C
o

u
n

tervailin
g 

M
easu

res: B
alan

cin
g P

o
licy S

pace an
d L

eg
al C

o
n

strain
ts 2 

（2014

）. 

禁
止
さ
れ
る
補
助
金
の
厚
生
に
与
え
る
正
の
効
果
に
鑑
み
、
そ

れ
に
対
す
る
一
律
禁
止
の
扱
い
に
疑
問
を
呈
す
論
者
も
い
る
。Kyle W

. Bagw
ell &

 Petros C. M
avroidis, Too M

uch, Too Little ... Too 
Late?, in L

aw an
d E

co
n

o
m

ics o
f C

o
n

tin
g

en
t P

ro
tectio

n in In
tern

atio
n

al T
rad

e 168 （Kyle W
. Bagw

ell et al. eds. 2010

）. 

し
か

し
、
本
稿
は
、
国
内
補
助
金
規
律
を
め
ぐ
る
活
発
な
議
論
（
第
三
章
㈡
を
参
照
）
を
ふ
ま
え
て
い
る
た
め
、
同
規
律
に
的
を
絞
る
。
ま
た
、
Ｗ
Ｔ

Ｏ
設
立
後
は
特
別
法
と
し
て
「
農
業
に
関
す
る
協
定
」
が
あ
る
が
、
農
業
分
野
の
国
内
補
助
金
に
対
す
る
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
の
適
用
を
妨
げ
る
も
の
で

は
な
い
た
め
、
本
稿
は
、
農
業
分
野
を
特
に
分
け
て
論
じ
は
し
な
い
。E. g., C

o
ppen

s, supra note 7, at 334; W
o

lfg
an

g M
ü

ller, W
TO

 
A

gr
eem

en
t o

n S
u

bsid
ies an

d C
o

u
n

tervailin
g M

easu
res: A C

o
m

m
en

tary 41 -46 

（2017

）. 

さ
ら
に
、
具
体
的
規
律
が
ま
だ
な
い
サ
ー
ビ

ス
貿
易
分
野
の
補
助
金
に
つ
い
て
も
特
に
論
じ
な
い
。

（
8
）  

従
来
の
共
同
声
明
の
整
理
は
、
経
済
産
業
省
通
商
政
策
局
編
『
二
〇
二
〇
年
版
不
公
正
貿
易
報
告
書
：
Ｗ
Ｔ
Ｏ
協
定
及
び
経
済
連
携
協
定
・
投

資
協
定
か
ら
見
た
主
要
国
の
貿
易
政
策
』（
二
〇
二
〇
年
）
二
九
〇
―
九
五
頁
を
参
照
。

（
9
）  Frieder Roessler, The Rationale for Reciprocity in Trade N

egotiations U
nder Floating Currencies, 31 K

yklo
s 258, 264 -65 
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（1978

）. See also, A
nne van A

aken &
 Jürgen Kurtz, Beyond Rational Choice: International Trade Law and the Behavioral 

Political Econom
y of Protectionsim

, 22 J. In
t ’l E

co
n. L. 601, 603 -605 （2019

）. 

柳
赫
秀
「
国
際
通
商
法
に
お
け
る
『
公
正
・
不
公
正
貿

易
の
区
分
』
の
レ
ゾ
ン
・
デ
ー
ト
ル
：
不
公
正
貿
易
法
の
性
格
と
機
能
の
分
析
を
中
心
に
㈡
」
エ
コ
ノ
ミ
ア
第
四
一
巻
二
号
（
一
九
九
〇
年
）
四

二
―
四
三
頁
、
平
見
健
太
「
国
際
経
済
法
秩
序
の
動
態
と
相
互
主
義
の
論
理
㈠
」
早
稲
田
法
学
会
誌
第
六
七
巻
二
号
（
二
〇
一
七
年
）
三
八
八
―

九
〇
頁
。

（
10
）  E. g., van Aaken &

 Kurtz, supra note 9, at 627 -28; Joost Pauw
elyn, N

ew Trade Politics for the 21st Century, 11 J. In
t ’l 

E
co

n. L. 559, 564 -71 （2008

）; D
an

i R
o

dr
ik, S

traig
h

t T
alk o

n T
rad

e: Id
eas fo

r A S
an

e E
co

n
o

m
y 222 -36 （2017

）.

（
11
）  

補
助
金
規
律
の
発
展
史
に
関
す
る
近
年
の
論
集
は
、
東
京
ラ
ウ
ン
ド
交
渉
に
携
わ
っ
た
者
の
回
顧
録
も
含
む
。John D. G

reenw
ald,  

N
egotiating Subsidies in the G

ATT/W
TO
: The Tokyo Round, in W

h
at S

h
apes th

e L
aw?: R

eflectio
n

s o
n th

e H
isto

ry, L
aw, 

P
o

litics an
d E

co
n

o
m

ics o
f In

tern
atio

n
al an

d E
u

ro
pean S

u
bsidy D

isciplin
es 37 

（Luca Rubini &
 Jennifer H

aw
kins eds. 2016

）. 

し
か
し
、
そ
の
著
者
は
、
交
渉
妥
結
の
経
緯
の
詳
細
を
自
ら
も
共
著
者
で
あ
る
次
の
文
献
に
委
ね
る
。Richard R. Rivers &

 John D. 
G
reenw

ald, The N
egotiation of a Code on Subsidies and Countervailing M

easures: Bridging Fundam
ental Policy D

ifferences, 
11 L

aw &
 P

o
l ’y In

t ’l B
u

s. 1447 
（1979

）. 

本
稿
は
、
こ
れ
を
主
に
参
照
し
て
東
京
ラ
ウ
ン
ド
交
渉
の
妥
結
経
緯
を
整
理
す
る
と
と
も
に
、
一

歩
進
ん
で
そ
こ
に
作
用
し
た
力
学
を
探
る
。

（
12
）  

Ｇ
Ａ
Ｔ
Ｔ
第
一
六
条
で
の
公
定
訳
は
「
重
大
な
損
害
（serious prejudice

）」
だ
が
、
本
稿
で
は
、
東
京
ラ
ウ
ン
ド
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
と
現
行
Ｓ
Ｃ

Ｍ
協
定
の
公
定
訳
に
な
ら
い
「
著
し
い
害
」
と
称
す
。

（
13
）  See, Rivers &
 G
reenw

ald, supra note 11, at 1463.

（
14
）  

Ｇ
Ａ
Ｔ
Ｔ
再
検
討
会
合
（
一
九
五
四
年
―
一
九
五
五
年
）
の
結
果
、
申
立
国
側
の
立
証
負
荷
を
減
ら
す
べ
く
、
譲
許
時
に
は
将
来
補
助
金
が
交

付
さ
れ
る
こ
と
は
な
い
だ
ろ
う
と
い
う
合
理
的
期
待
が
あ
る
、
と
推
定
さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
た
。Contracting Parties, Report of Review 

W
orking Party III on Barriers to Trade O

ther than Restrictions or Tariffs, paras. 13 -14, G
ATT D

oc. L/334 （M
ar. 1, 1955

）. 

他

方
で
、
そ
の
後
、
国
内
補
助
金
関
連
の
申
立
が
増
え
な
か
っ
た
た
め
、
こ
の
推
定
則
へ
の
評
価
は
低
か
っ
た
。Rivers &

 G
reenw

ald, supra 
note 11, at 1462.

（
15
）  E. g., Contracting Parties, Sum

m
ary Record of the Seventh M

eeting - H
eld at the Palais des N

ations, G
eneva, on Tuesday, 16 

N
ovem

ber 1954, at 3 p. m
., G
ATT D

oc. SR. 9/17, at 11 （N
ov. 23, 1954

） ﹇hereinafter SR. 9/17

﹈.
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（
16
）  Jo

h
n H

. Jackso
n, W

o
rld T

rad
e an

d th
e L

aw o
f G

ATT: A L
eg

al A
n

alysis o
f T

h
e G

en
eral A

gr
eem

en
t o

n T
ariffs an

d T
rad

e 
420 （1969

）.
（
17
）  Id., at 425; G

ilbert R. W
in

h
am, In

tern
atio

n
al T

rad
e an

d th
e T

o
kyo R

o
u

n
d N

eg
o

tiatio
n 169 （1986

）.
（
18
）  
正
式
に
は
「
関
税
及
び
貿
易
に
関
す
る
一
般
協
定
第
六
条
の
実
施
に
関
す
る
協
定
」
だ
が
、
東
京
ラ
ウ
ン
ド
で
起
草
さ
れ
た
同
名
の
協
定
と
区

別
す
る
た
め
、
ケ
ネ
デ
ィ
ラ
ウ
ン
ド
Ａ
Ｄ
協
定
と
称
す
。

（
19
）  Council, M

inutes of M
eeting - H

eld at the Palais des N
ations, G

eneva on 5 D
ecem

ber 1967, G
ATT D

oc. C/M
/43, at 6 （D

ec. 
11, 1967

）.

（
20
）  

東
京
ラ
ウ
ン
ド
研
究
会
編
『
東
京
ラ
ウ
ン
ド
の
全
貌
』（
日
本
関
税
協
会
、
一
九
八
〇
年
）
一
七
一
頁
。

（
21
）  M

ultilateral Trade N
egotiations G

roup 

“Non-Tariff M
easures,

” Record of D
ecision Taken on 4 -7 M

arch 1975 - N
ote by the 

A
cting Chairm

an, G
ATT D

oc. M
TN
/N
TM
/1, at 1 （M

ar. 10, 1975

） ﹇hereinafter M
TN
/N
TM
/1

﹈.

（
22
）  

具
体
的
に
合
意
さ
れ
た
交
渉
事
項
は
、
①
国
内
補
助
金
、
②
一
次
産
品
以
外
の
産
品
向
け
の
輸
出
補
助
金
、
③
一
次
産
品
向
け
の
輸
出
補
助
金
、

④
相
殺
関
税
、
⑤
開
発
途
上
国
に
対
す
る
特
別
か
つ
異
な
る
待
遇
だ
っ
た
。M

ultilateral Trade N
egotiations, Subsidies/Countervailing 

D
uties - O

utline of an A
pproach, G

ATT D
oc. M

TN
/IN
F/13 

（D
ec. 23, 1977

）. 

本
論
で
は
、
国
内
補
助
金
規
律
の
展
開
に
注
目
す
る
た

め
、
①
と
④
の
交
渉
経
過
を
扱
う
。
全
事
項
に
関
す
る
交
渉
経
過
は
、
東
京
ラ
ウ
ン
ド
研
究
会
・
前
掲
注
（
20
）、
一
七
二
―
八
六
頁
を
参
照
。

（
23
）  E. g., D

aniel K. Tarullo, The M
TN
 Subsidies Code: A

greem
ent W

ithout Consensus, in E
m

erg
in

g S
tan

dards
 o

f In
tern

atio
n

al 
T

rad
e an

d In
v

estm
en

t: M
u

ltin
atio

n
al C

o
d

es an
d C

o
rpo

rate C
o

n
d

u
ct 63, 72 （Seym

our J. Rubin &
 G
ary Clyde H

ufbauer eds. 
1984

）; A
n

dr
ew L

an
g, W

o
rld T

rad
e L

aw A
fter N

eo
liberalism: R

e-Im
ag

in
g th

e G
lo

bal E
co

n
o

m
ic O

rd
er 224 -25 （2011

）.

（
24
）  S. R

ep. N
o. 93 -1298, at 183 （1974

）.

（
25
）  W

in
h

am, supra note 17, at 170.

（
26
）  Rivers &

 G
reenw

ald, supra note 11, at 1471.

（
27
）  Id., at 1471 -73. 

東
京
ラ
ウ
ン
ド
研
究
会
・
前
掲
注
（
20
）、
一
七
四
―
七
五
頁
。

（
28
）  

東
京
ラ
ウ
ン
ド
研
究
会
・
前
掲
注
（
20
）、
一
七
五
頁
。

（
29
）  Rivers &

 G
reenw

ald, supra note 11, at 1471.

（
30
）  Id., at 1474.
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（
31
）  E. g., M

ultilateral Trade N
egotiations G

roup 

“Non-Tariff M
easures

” Sub-G
roup on 

“Subsidies and Countervailing D
uties,

” 
Subsidies and Countervailing D

uties - European Com
m
unities, G

ATT D
oc. M

TN
/N
TM
/W
/43/A

dd.5, at 2 -3, 5 -7 

（M
ay 3, 

1976

）. 

東
京
ラ
ウ
ン
ド
研
究
会
・
前
掲
注
（
20
）、
一
七
六
頁
。

（
32
）  E. g., M

ultilateral Trade N
egotiations G

roup 

“Non-Tariff M
easures

” Sub-G
roup on 

“Subsidies and Countervailing D
uties,

” 
Subsidies and Countervailing D

uties - U
nited States, G

ATT D
oc. M

TN
/N
TM
/W
/43/Add.6, at 4 （M

ay 31, 1976

）.

（
33
）  
東
京
ラ
ウ
ン
ド
研
究
会
・
前
掲
注
（
20
）、
一
七
六
頁
。

（
34
）  Rivers &

 G
reenw

ald, supra note 11, at 1474.

（
35
）  

東
京
ラ
ウ
ン
ド
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
第
一
一
条
三
項
は
、
贈
与
、
貸
付
、
保
証
、
公
益
的
便
宜
の
供
与
、
供
給
割
当
て
そ
の
他
役
務
及
び
施
設
の
提
供
、

財
政
上
の
奨
励
、
並
び
に
資
本
参
加
を
例
示
し
た
。

（
36
）  M

TN
/N
TM
/1, supra note 21, at 1.

（
37
）  Rivers &

 G
reenw

ald, supra note 11, at 1454 -55. See also, Tarullo, supra note 23, at 77; W
in

h
am, supra note 17, at 173.

（
38
）  Rivers &

 G
reenw

ald, supra note 11, at 1454.

（
39
）  Id., at 1459; W

in
h

am, supra note 17, at 221.

（
40
）  Rivers &

 G
reenw

ald, supra note 11, at 1484 -85; W
in

h
am, supra note 17, at 221.

（
41
）  

東
京
ラ
ウ
ン
ド
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
の
成
果
を
反
映
す
る
形
で
、「
関
税
及
び
貿
易
に
関
す
る
一
般
協
定
第
六
条
の
実
施
に
関
す
る
協
定
」（
東
京
ラ
ウ

ン
ド
Ａ
Ｄ
協
定
）
も
起
草
さ
れ
た
。

（
42
）  Tarullo, supra note 23, at 79. 

た
だ
し
、
こ
の
文
言
に
は
、「
こ
の
条
の
二
及
び
三
に
規
定
す
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。」
と
す
る
注
が
つ
け
ら
れ

た
。

（
43
）  

経
緯
に
つ
い
て
は
、see, e. g., Patrick J. M

cD
onough, Subsidies and Countervailing M

easures, in 1 T
h

e G
ATT U

ru
g

u
ay R

o
u

n
d: 

A N
eg

o
tiatio

n H
isto

ry （1986 -1992

）: C
o

m
m

en
tary 803 （Terrence P. Stew

art ed. 1993

）.

（
44
）  

Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
第
六
．
三
条
は
、「
著
し
い
害
」
と
し
て
、
⒜
補
助
金
交
付
国
で
の
輸
入
代
替
又
は
妨
害
、
⒝
第
三
国
で
の
輸
出
代
替
又
は
妨
害
、

⒞
同
一
の
市
場
で
の
価
格
下
回
り
、
価
格
押
し
下
げ
、
価
格
上
昇
抑
制
、
又
は
販
売
減
少
、
⒟
一
次
産
品
の
世
界
市
場
で
の
一
定
の
取
分
増
加
を

挙
げ
る
。

（
45
）  

松
下
満
雄
・
米
谷
三
以
『
国
際
経
済
法
』（
東
京
大
学
出
版
会
、
二
〇
一
五
年
）
四
七
一
頁
。
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（
46
）  

対
抗
措
置
と
相
殺
関
税
の
重
畳
的
適
用
は
認
め
ら
れ
て
い
な
い
。
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
第
一
〇
条
注
。

（
47
）  

Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
は
新
た
に
、
複
数
の
相
殺
関
税
調
査
が
行
わ
れ
る
場
合
の
損
害
の
累
積
を
制
約
す
る
規
定
を
設
け
た
。
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
第
一
五
．
三

条
。

（
48
）  
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
が
列
挙
す
る
の
は
、
資
金
の
直
接
的
な
移
転
（
の
可
能
性
を
含
む
）
や
債
務
を
伴
う
措
置
、
税
優
遇
、
現
物
で
の
支
援
、
政
府
の

委
託
又
は
指
示
に
も
と
づ
く
民
間
団
体
の
代
行
で
あ
る
。

（
49
）  
Ｇ
Ａ
Ｔ
Ｔ
第
一
六
条
に
い
う
「
何
ら
か
の
形
式
に
よ
る
所
得
又
は
価
格
の
支
持
」
が
利
益
を
も
た
ら
す
場
合
も
補
助
金
の
存
在
が
み
な
さ
れ
る
。

（
50
）  See, R

u
bin

i, supra note 5, at 69; C
aiad

o, supra note 5, at 115 -17, 139 -40.

（
51
）  

東
京
ラ
ウ
ン
ド
交
渉
を
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
の
「
原
点
（starting point

）」
と
み
る
者
も
い
る
。M

ü
ller, supra note 7, at 21.

（
52
）  2 W

TO, G
u

id
e to G

ATT L
aw an

d P
ractice: A

n
alytical In

d
ex 1136, 1148 -50 （1995

）.

（
53
）  M

itsu
o M

atsu
sh

ita et al., T
h

e W
o

rld T
rad

e O
rg

an
izatio

n: L
aw, P

ractice, an
d P

o
licy 302 （3

d ed. 2015

）.

（
54
）  R

u
bin

i, supra note 5, at 58 -59.

（
55
）  

具
体
的
に
は
、
補
助
金
交
付
の
担
い
手
の
「
公
的
機
関
」、「
利
益
」
に
関
す
る
立
証
負
荷
の
軽
減
で
あ
る
。
経
済
産
業
省
通
商
政
策
局
・
前
掲

注
（
8
）、
二
九
三
―
九
四
頁
。

（
56
）  

三
極
貿
易
大
臣
の
共
同
声
明
は
、
次
の
類
型
を
含
む
広
範
な
国
内
補
助
金
に
著
し
い
害
の
推
定
則
を
及
ぼ
す
よ
う
提
案
す
る
。
す
な
わ
ち
、

「
過
度
に
大
規
模
な
補
助
金
、
非
競
争
的
な
企
業
を
存
続
さ
せ
、
市
場
か
ら
の
退
出
を
妨
げ
る
よ
う
な
補
助
金
、
民
間
の
商
業
的
な
参
画
を
伴
わ

な
い
大
規
模
な
製
造
能
力
を
も
た
ら
す
補
助
金
、
輸
出
に
向
け
ら
れ
る
物
品
の
価
格
よ
り
も
国
内
の
価
格
を
安
く
す
る
補
助
金
」
を
例
示
す
る
。

経
済
産
業
省
通
商
政
策
局
・
前
掲
注
（
8
）、
二
九
三
頁
。
な
お
、
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
第
六
．
一
条
も
著
し
い
害
の
推
定
則
を
定
め
て
い
た
が
、
一
九

九
九
年
末
に
失
効
し
た
。

（
57
）  

三
極
貿
易
大
臣
の
共
同
声
明
は
新
た
に
、「
供
給
能
力
を
歪
め
る
状
況
」
も
著
し
い
害
と
す
べ
き
で
あ
る
、
と
提
案
す
る
。
経
済
産
業
省
通
商

政
策
局
・
前
掲
注
（
8
）、
二
九
三
頁
。

（
58
）  Kyle Bagw

ell &
 Robert W

. Staiger, W
ill International Rules on Subsidies D

isrupt the W
orld Trading System

?, 96 A
m. E

co
n. 

R
ev. 877 （2006

）.

（
59
）  Id., at 887 -93.

（
60
）  

バ
グ
ウ
ェ
ル
と
ス
テ
イ
ガ
ー
は
、「
政
策
余
剰
（policy redundancy

）」
と
呼
ぶ
。Id., at 878.

し
か
し
、
一
連
の
議
論
動
向
で
、
他
の
論
者
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は
代
替
的
に
「
政
策
裁
量
」
と
表
現
す
る
。
本
稿
で
も
、
バ
グ
ウ
ェ
ル
と
ス
テ
イ
ガ
ー
の
言
説
に
触
れ
る
際
も
「
政
策
裁
量
」
と
表
現
す
る
。

（
61
）  Id., at 882 -93.

（
62
）  

本
論
で
後
述
す
る
通
り
、
法
学
者
の
ハ
ウ
ズ
、
ル
ビ
ニ
、
コ
ペ
ン
、
カ
イ
ア
ド
は
、
一
定
の
国
内
補
助
金
の
正
当
化
に
適
う
と
し
て
「
政
策
裁

量
」
確
保
の
意
義
に
共
感
す
る
が
、
解
決
策
と
し
て
は
Ｇ
Ａ
Ｔ
Ｔ
の
当
初
規
律
へ
の
回
帰
で
な
く
、
Ｓ
Ｃ
Ｍ
協
定
へ
の
例
外
規
定
の
再
挿
入
を
説

く
。Robert H

ow
se, D

o the W
orld Trade O

rganization D
isciplines on D

om
estic Subsidies M

ake Sense? The Case for Legalizing 
Som
e Subsidies, in L

aw an
d E

co
n

o
m

ics o
f C

o
n

tin
g

en
t P

ro
tectio

n in In
tern

atio
n

al T
rad

e, supra note 7, at 101 -102; R
u

bin
i, 

supra note 5, at 57 -59; C
o

ppen
s, supra note 7, at 610; C

aiad
o, supra note 5, at 155, 220 -21.

（
63
）  H

ow
se, supra note 62, at 90.

（
64
）  Id., at 91.

（
65
）  Id., at 92 -95, 101 -102.

（
66
）  R

u
bin

i, supra note 5, at 41 -47.

（
67
）  Id., at 57 -59.

（
68
）  C

o
ppen

s, supra note 7, at 610.

（
69
）  Id., at 531.

（
70
）  Id.

（
71
）  Id., at 532.

（
72
）  Id., at 533 -34.

（
73
）  Id., at 531, 534.

（
74
）  C

aiad
o, supra note 5, at 147 -50.

（
75
）  Id., at 155, 220 -21.

（
76
）  

坂
入
遼
「
Ｗ
Ｔ
Ｏ
補
助
金
規
律
に
お
け
る
資
金
的
貢
献
要
件
の
意
義
と
課
題
：
輸
出
者
に
『
競
争
優
位
』
を
も
た
ら
す
原
材
料
の
輸
出
制
限
を

素
材
に
し
て
」
法
学
政
治
学
論
究
第
一
二
三
号
（
二
〇
一
九
年
）
一
九
五
頁
。

（
77
）  Appellate Body Report, Canada - M

easures A
ffecting the Export of Civilian A

ircraft, paras. 149 -161, W
TO
 D
oc. W

T/D
S70/

AB/R （adopted Aug. 20, 1999

）.
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（
78
）  H

ow
se, supra note 62, at 92 -95.

（
79
）  See, Jo

h
n H
. Jackso

n, T
h

e W
o

rld T
ra

d
in

g S
ystem: L

aw a
n

d P
o

licy o
f In

tern
atio

n
a

l E
co

n
o

m
ic R

elatio
n

s 297 

（2
d ed. 

1997

）.
（
80
）  Richard D

iam
ond, Privatization and the D

efinition of Subsidy: A
 Critical Study of A

ppellate Body Textualism
, 11 J. In

t ’l 
E

co
n. L. 649, 672 （2008

）.

（
81
）  
国
内
補
助
金
規
律
の
展
開
の
課
題
に
関
心
を
も
つ
本
稿
の
射
程
外
だ
が
、
要
件
解
釈
の
課
題
も
論
点
で
あ
る
。E. g., H

ow
se, supra note 

62, at 92 -95. 
こ
れ
に
つ
い
て
は
別
稿
で
論
じ
た
い
。

（
82
）  Id., at 88 -92; Bagw

ell &
 Staiger, supra note 58, at 882 -93; R

u
bin

i, supra note 5, at 41 -59; C
o

ppen
s, supra note 7, at 531 -

535; C
aiad

o, supra note 5, at 147 -50.

（
83
）  C

o
ppen

s, supra note 7, at 532 n. 171.

（
84
）  Roessler, supra note 9, at 264 -65. See also, van Aaken &

 Kurtz, supra note 9, at 603 -605. 

柳
・
前
掲
注
（
9
）、
四
二
―
四
三
頁
、

平
見
・
前
掲
注
（
9
）、
三
八
八
―
九
〇
頁
。

（
85
）  E. g., W

illiam
 R. Cline, Introduction and Sum

m
ary, in T

ra
d

e P
o

licy in th
e 1980s 1, 9 -10 

（W
illiam

 R. Cline ed. 1982

）; 
Jagd


ish B

h
agw


ati, P

ro
tectio

n
ism 41 （1988

）; I. M
. D
estler &

 M
arcus N

oland, Constant Ends, Flexible M
eans: C. Fred Bergsten 

and the Q
uest for O

pen Trade, in C. F
red B

ergst
en an

d th
e W

o
rld E

co
n

o
m

y 15, 17 -20 

（M
ichael M

ussa ed. 2006

）. 

平
見
・
前

掲
注
（
9
）、
三
九
一
―
九
二
頁
、
柳
赫
秀
『
ガ
ッ
ト
一
九
条
と
国
際
通
商
法
の
機
能
』（
東
京
大
学
出
版
会
、
一
九
九
四
年
）
四
一
―
四
二
、
五

三
頁
。

（
86
）  R

u
bin

i, supra note 5, at 47, 57 -59.

（
87
）  Robert H
ow
se, The W

orld Trade O
rganization 20 Years O

n: G
lobal G

overnance by Judiciary, 27 E
u

r. J. In
t ’l L. 9, 23 （2016

）.

（
88
）  

リ
カ
ー
ド
ウ
著
（
羽
鳥
卓
也
・
吉
澤
芳
樹
訳
）『
経
済
学
お
よ
び
課
税
の
原
理
（
上
）』（
岩
波
書
店
、
一
九
八
七
年
）
一
八
三
―
二
一
〇
頁
。

（
89
）  

Ｐ
．
Ｒ
．
ク
ル
ー
グ
マ
ン
ほ
か
著
（
山
形
浩
生
・
守
岡
桜
訳
）『
ク
ル
ー
グ
マ
ン
国
際
経
済
学
：
理
論
と
政
策
（
上
）
貿
易
編
』（
丸
善
出
版
、

原
書
第
一
〇
版
、
二
〇
一
七
年
）
二
七
―
四
三
頁
。

（
90
）  

相
互
主
義
は
、
本
論
に
あ
る
機
能
を
果
た
す
他
、
紛
争
発
生
時
の
対
抗
措
置
な
ど
の
根
拠
に
も
な
る
。
山
本
草
二
「
国
際
経
済
法
に
お
け
る
相

互
主
義
の
機
能
変
化
」
高
野
雄
一
編
著
『
国
際
関
係
法
の
課
題
：
横
田
先
生
鳩
寿
祝
賀
』（
有
斐
閣
、
一
九
八
八
年
）
二
五
九
―
六
〇
頁
。
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（
91
）  Roessler, supra note 9, at 264 -65. See also, van Aaken &

 Kurtz, supra note 9, at 603 -605. 

柳
・
前
掲
注
（
9
）、
四
二
―
四
三
頁
、

平
見
・
前
掲
注
（
9
）、
三
八
八
―
九
〇
頁
。

（
92
）  

景
気
循
環
に
つ
い
て
は
、
金
森
久
雄
ほ
か
編
著
『
有
斐
閣
経
済
辞
典
』（
有
斐
閣
、
第
五
版
、
二
〇
一
三
年
）
二
九
六
頁
を
参
照
。

（
93
）  E. g., Cline, supra note 85, at 9 -10; B

h
agw


ati, supra note 85, at 41; D

estler &
 N
oland, supra note 85, at 17 -20. 

柳
・
前
掲
注

（
85
）、
四
一
―
四
二
、
五
三
頁
、
平
見
・
前
掲
注
（
9
）、
三
九
一
―
九
二
頁
。

（
94
）  Roessler, supra note 9, at 264. 

柳
・
前
掲
注
（
9
）、
四
三
頁
、
平
見
・
前
掲
注
（
9
）、
三
九
〇
頁
。

（
95
）  

他
に
は
、
Ｇ
Ａ
Ｔ
Ｔ
第
一
一
条
二
項
が
数
量
制
限
の
禁
止
に
対
す
る
例
外
を
、
同
第
二
一
条
が
安
全
保
障
の
た
め
の
例
外
を
定
め
る
。

（
96
）  

こ
の
他
、
Ｇ
Ａ
Ｔ
Ｔ
第
一
九
条
及
び
Ｗ
Ｔ
Ｏ
設
立
後
の
「
セ
ー
フ
ガ
ー
ド
に
関
す
る
協
定
」
は
、
無
差
別
適
用
が
原
則
の
セ
ー
フ
ガ
ー
ド
を
認

め
る
。

（
97
）  

柳
・
前
掲
注
（
9
）、
四
二
―
四
四
頁
。

（
98
）  E. g., Jacques H

. J. Bourgeois, The G
ATT Rules for Industrial Subsidies and Countervailing D

uties and the N
ew G

ATT 
Round: The W

eather and the Seeds, in T
h

e N
ew G

ATT R
o

u
n

d o
f M

u
ltilatera

l T
ra

d
e N

eg
o

tiatio
n

s: L
eg

a
l a

n
d E

co
n

o
m

ic 
P

ro
blem

s 219, 231 -32 （Ernst-U
lrich Petersm

ann &
 M
einhard H

ilf eds. 1988

）; Lara Friedlander, Lam
enting the D

isappearance 
of Paragm

atism
: Subsidies Law A

fter the U
ruguay Round, 25 R. D. U. S. 287, 292 

（1994

）. 

最
初
にAnti-D

istortion School

、

Injury-O
nly School

と
表
現
し
た
の
は
、G

ary C
lyd

e H
u

fbau
er &

 Jo
an

n
a S

h
elto

n E
rb, S

u
bsid

ies in In
tern

atio
n

al T
rad

e 19 -21 

（1984

） 

だ
っ
た
。
な
お
、
わ
が
国
で
は
こ
れ
ら
が
和
訳
さ
れ
ず
に
用
い
ら
れ
る
。
柳
・
前
掲
注
（
9
）、
三
八
頁
、
松
下
・
米
谷
・
前
掲
注

（
45
）、
四
四
八
頁
。
本
稿
で
も
和
訳
せ
ず
言
及
す
る
。

（
99
）  

こ
の
問
題
意
識
は
、
次
の
文
献
に
よ
る
。
柳
・
前
掲
注
（
9
）、
三
八
―
五
二
頁
は
、「
生
産
者
の
利
益
」
が
作
用
す
る
Ｇ
Ａ
Ｔ
Ｔ
の
動
態
に
照

ら
し
、Anti-D

istortion School

やInjury-O
nly School

の
よ
う
な
経
済
効
率
に
も
と
づ
く
立
場
に
修
正
を
迫
る
。
松
下
・
米
谷
・
前
掲
注

（
45
）、
四
四
八
頁
は
、
国
内
政
策
の
重
要
性
へ
の
認
識
こ
そ
異
な
る
が
、
二
つ
の
立
場
と
も
、
国
際
的
な
競
争
条
件
の
平
準
化
を
目
指
す
も
の

だ
っ
た
の
で
は
な
い
か
、
と
推
察
す
る
。

（
100
）  

米
国
以
外
の
締
約
国
が
相
殺
関
税
に
頼
ら
な
か
っ
た
理
由
を
、「
生
産
者
の
利
益
」
を
確
保
す
る
他
の
政
策
の
利
用
可
能
性
か
ら
説
明
す
る
見

解
が
あ
る
。Robert Stern &

 Bernard H
oekm

an, The Codes A
pproach, in T

h
e U

ru
g

u
ay R

o
u

n
d: A H

an
d

bo
o

k fo
r T

h
e M

u
ltilateral 

T
rad

e N
eg

o
tiatio

n
s 59, 61 （J. M

ichael Finger &
 Andrzej O

lechow
ski eds. 1987

）.
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（
101
）  

二
つ
の
立
場
の
違
い
を
補
助
金
に
対
す
る
姿
勢
の
違
い
に
見
い
だ
す
論
考
も
あ
る
。Bourgeois, supra note 98, at 232.

（
102
）  

ク
ル
ー
グ
マ
ン
ほ
か
・
前
掲
注
（
89
）、
三
二
七
―
二
八
頁
。

（
103
）  

一
九
六
七
年
時
点
で
、
全
米
の
研
究
資
金
の
六
四
％
が
政
府
支
出
で
、
そ
の
対
象
は
先
端
分
野
だ
っ
た
。O

ECD, T
h

e O
v

erall L
ev

el an
d 

S
tr

u
c

tu
r

e o
f R&

D
 E

ffo
rts

 in O
EC
D
 M

em
ber C

o
u

n
tr

ies 57 

（1967

）; R
o

bert
 E. B

a
ldw


in, N

o
n

ta
r

iff D
isto

rt
io

n
s o

f 
In

tern
atio

n
al T

rad
e 123 （1970

）.

（
104
）  Rivers &

 G
reenw

ald, supra note 11, at 1471.

（
105
）  E. g., SR. 9/17, supra note 15, at 8.

（
106
）  

東
京
ラ
ウ
ン
ド
研
究
会
・
前
掲
注
（
20
）、
一
七
三
頁
。

（
107
）  Rivers &

 G
reenw

ald, supra note 11, at 1454.

（
108
）  W

in
h

am, supra note 17, at 177.

（
109
）  Rivers &

 G
reenw

ald, supra note 11, at 1454.

（
110
）  E. g., A

ppellate Body Report, U
nited States - C

ountervailing D
uty Investigation on D

ynam
ic Random

 A
ccess M

em
ory 

Sem
iconductors （D

RA
M
S

） from
 Korea, para. 115, W

TO
 D
oc. W

T/D
S296/AB/R （adopted July 20, 2005

）.

（
111
）  

経
済
産
業
省
通
商
政
策
局
・
前
掲
注
（
8
）、
二
九
三
―
九
四
頁
。

（
112
）  R

u
bin

i, supra note 5, at 57 -59.

（
113
）  H

ow
se, supra note 87, at 23.

（
114
）  E. g., Pauw
elyn, supra note 10, at 564 -71; Rodrik, supra note 10, at 222 -36; van Aaken &

 Kurtz, supra note 9, at 627 -28.

（
115
）  

同
様
の
Ｅ
Ｕ
の
試
み
の
整
理
は
、
関
根
豪
政
「
自
由
貿
易
協
定
（
Ｆ
Ｔ
Ａ
）
を
通
じ
た
補
助
金
規
律
の
整
備
拡
張
の
可
能
性
：
Ｅ
Ｕ
が
締
結
し

た
Ｆ
Ｔ
Ａ
に
お
け
る
動
向
の
分
析
を
中
心
に
」
フ
ィ
ナ
ン
シ
ャ
ル
・
レ
ビ
ュ
ー
第
一
四
〇
号
（
二
〇
一
九
年
）
二
六
三
―
六
七
頁
を
参
照
。

（
116
）  See, Leonardo Borlini &

 Claudio D
ordi, D

eepening International System
s of Subsidy Control: The （D

ifferent

） Legal Regim
es 

of Subsidies in the EU
 Bilateral Preferential Trade A

greem
ents, 23 C

o
lu

m. J. E
u

r. L. 551, 584 -86 （2017

）.

〔
付
記
〕　
本
稿
は
、
二
〇
二
〇
年
度
潮
田
記
念
基
金
に
よ
る
慶
應
義
塾
博
士
課
程
学
生
研
究
支
援
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
補
助
を
受
け
た
成
果
の
一
部
で
あ
る
。

ま
た
筆
者
は
、（
公
財
）
旭
硝
子
財
団
の
奨
学
金
を
受
給
し
て
い
る
。
記
し
て
謝
意
を
表
す
る
。
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坂
入
　
遼
（
さ
か
い
り
　
り
ょ
う
）

所
属
・
現
職
　
慶
應
義
塾
大
学
大
学
院
法
学
研
究
科
後
期
博
士
課
程

　
　
　
　
　
　
東
京
富
士
大
学
非
常
勤
講
師

最
終
学
歴
　
　
慶
應
義
塾
大
学
大
学
院
法
学
研
究
科
前
期
博
士
課
程

所
属
学
会
　
　
日
本
国
際
経
済
法
学
会

専
攻
領
域
　
　
国
際
経
済
法

主
要
著
作
　
　「
国
際
競
争
の
歪
曲
と
世
界
貿
易
機
関
（
Ｗ
Ｔ
Ｏ
）
に
お
け
る
国
内
補
助
金
規

律

―
『
競
争
優
位
』
に
ま
つ
わ
る
規
律
上
の
論
点
の
再
考

―
」『
法
学
政
治
学

論
究
』
第
一
一
九
号
（
二
〇
一
八
年
）

　
　
　
　
　
　「
Ｗ
Ｔ
Ｏ
補
助
金
規
律
に
お
け
る
資
金
的
貢
献
要
件
の
意
義
と
課
題

―
輸
出
者
に

『
競
争
優
位
』
を
も
た
ら
す
原
材
料
の
輸
出
制
限
を
素
材
に
し
て

―
」『
法
学
政
治

学
論
究
』
第
一
二
三
号
（
二
〇
一
九
年
）


